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レポートの概要
本レポートは、2017年1月1日から2021年12月31日までの期間における企業保険金請求の世界
的な動向に焦点を当て、多くの異なる国や地域における損害の上位事故原因やその他の傾向を
明らかにします。

本レポートで詳述する調査結果は、207カ国・地域の534,456件の企業保険金請求の分析に基づ
くものです。報告上の理由から、すべての保険金請求の合計はユーロ（€）で表示されていま
す。また、分析対象となったクレームの総額は約887億ユーロにのぼります。

データセットには、AGCSのシェアだけでなく、特定のリスクに関わった他の保険会社のシェア
も含まれています（つまり、支払われた全額を表しています）。

分析対象となっている損害は業界全体を代表するものではなく、またリスク選好を反映するもの
でもありますが、企業向け保険の主流となっている主要なリスクについて強い示唆を与えていま
す。

AGCSについて
アリアンツ・グローバル・コーポレート＆スペシャリティ（AGCS）は、世界有数の企業向け保
険会社であり、アリアンツ・グループの主要事業部門の一つです。9つの専門事業分野と6つの
地域拠点を通じて、幅広い範囲の商業リスク、企業リスク、特殊リスクに対して、リスクコン
サルティング、損害保険ソリューション、代替リスク移転のサービスを提供しています。

AGCSのお客様は、フォーチュン・グローバル500社から小規模・中規模の企業まで多岐にわ
たっています。その中には、世界有数の消費者ブランド、ハイテク企業、世界の航空・海運業
界だけでなく、衛星通信事業者やハリウッドの映画制作会社も含まれています。お客様から
は、ダイナミックで多国籍なビジネス環境において、最大かつ最も複雑なリスクに対するス
マートなソリューションとグローバルプログラムをAGCSにお求めいただき、優れたクレーム
体験を提供することに信頼をお寄せいただいています。

AGCSは、世界30カ国以上で自社チーム、200以上の国・地域でアリアンツ・グループのネット
ワークやパートナーを通じて事業を展開し、約4,250人の従業員を擁しています。アリアンツ・
グループにおける最大規模の損害保険部門として強力で安定した財務格付けに支えられ、2021
年にはAGCSは全世界で合計95億ユーロの総保険料を生み出しました。

www.agcs.allianz.com

GLOBAL CLAIMS REVIEW 2022

2



目次

GLOBAL CLAIMS REVIEW 2022

3

Page 4

エグゼクティブサマリー

Page 10

概観: 企業損害の変化要因

Page 14

世界のクレーム事故原因トップ10 
（金額ベース）

Page 15

特定の国ごとの上位事故原因

Page 24

自然災害クレームの上位事故原因

注目すべきクレームの課題

Page 25

インフレ圧力

Page 31

ウクライナ侵攻

Page 35

新型コロナ感染症が残した遺産

Page 37

環境、社会、ガバナンスに関するリスク

Page 39

構外利益損失（CBI)クレーム

Page 41

サイバークレーム

Page 43

争訟費用と株主代表訴訟和解額

Page 45

接着剤と品質の問題が賠償請求に影響

Page 47

複雑な建設プロジェクトと
専門職業人賠償責任（PI)クレーム



4

GLOBAL CLAIMS REVIEW 2022

エグゼクティブ
サマリー

企業は、ますます複雑化するリスク環境
に対応しなければなりません。自然災害
や人災がもたらす脅威と闘わなければな
らないだけでなく、企業はより厳しい規
制や法的環境の要請に応えなければなら
ず、テクノロジーへの依存度が高まるこ
とで生じる新たなリスク、そしてもち
ろん、ウクライナ紛争やインフレと
いった問題がもたらす課題にも対処し
なければなりません。そして、これら
すべての要因が重なり、事業の成功が
損なわれる可能性があるのです。保険
会社は、損害が発生した後の混乱を最
小限に抑えるために、重要な役割を
担っています。
本レポートでは、企業の保険金請求に関
する世界的な動向を調査し、企業が損害
を被る主な原因やその他の注目すべき新
たな傾向に焦点をあてています。
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世界の保険金請求傾向
このレポートは、企業の保険金請求（クレーム）におけ
るリスク値がますます高くなっていることを明らかにし
ています。AGCSは、AGCSが2017年から2021年までに
200を超える国と地域で関与した53万件を超えるクレー
ムから、主要な事故原因と新たな傾向を特定しました。
これらのクレームの総額は、およそ887億ユーロに上り
ます。つまり、保険会社は5年間、毎日平均4800万ユー
ロ以上を支払って損害を補填してきたこととなり、保険
業界がそういった危険を管理・軽減するために重要な役
割を果たしていることを示しています。
広範なリスク環境を反映し、保険金支払の規模は実にさ
まざまです。分析した全クレームのうち、火災、航空事
故、船舶事故などの重大なクレーム（1億ユーロ以上）
は、件数ベースでは保険金請求の1パーセント未満です
が、金額ベースでは4分の1以上（246億ユーロ）に達し
ています。逆に、クレームの約88%は5万ユーロ以下で
あり、総額のわずか3%となっています。

事故原因トップ１０
分析によると、損害額の75%近くが上位10原因から発生
しており、上位3原因が損害額の半分近く(45%)を占めて
いることがわかります。リスクマネジメントと火災予防
は年々進歩していますが、火災・爆発（山火事を除く）
は企業保険損害における最大の個別事故原因となってお
り、全請求額の21%を占めています。

過去5年間で、こうした事故は12,000件以上の請求により
180億ユーロ相当の保険損害をもたらし、分析された非
自然災害による損害の上位20件（金額ベース）のうち13
件が該当しています。これらの事故による平均的な保険
金請求額ですら、およそ150万ユーロにのぼります。保
険金請求は、不動産や資産の価値上昇、サプライ
チェーンの複雑化、エクスポージャーの集中化などの要
因によって、より深刻になっています。大規模な製造工
場では生産を再開するのに時間がかかるため、火災後の
事業中断に関連するコストは、事故の最終的な総損害額
を大きく押し上げる可能性があり、急激なインフレは費
用をさらに上昇させることになります。

自然災害（15%）は、保険金請求額で世界第2位の事故
原因となっています。気候変動や、自然災害発生地域で
の経済活動の活発化といったエクスポージャーの変化に
伴い、損害は増加し続けています。

全世界の20,000件以上のクレーム（約137億ユーロ）を分
析した結果、ハリケーン・竜巻は自然災害による損害の
中で最も高額で、全請求額の29%を占めていることが分か
りました。過去5年のうち2017年および2021年の大西洋ハ
リケーンは、記録上最も被害が大きかったシーズンの
トップ３に含まれています。事故原因のトップ５である
暴風雨(19％）、洪水（14％）、霜・氷・雪（9％）、地
震・津波（6％）で、自然災害による保険金請求額の77％
を占めています。

過去とは異なる損害も発生し始めています。2021年に
は、米国の「テキサス大凍害」とドイツの洪水が、いず
れも大規模でかつ予想外のクレームがあった出来事とし
て際立っています。例えば 2月に発生した「テキサス大
凍害」は、インフラや製造業に大きな混乱をもたらし、
多くの企業が広範囲な停電により一時的な操業停止に追
い込まれ、多額の偶発的事業中断（CBI）による損失
（構外利益の損失）の発生を招きました。この出来事に
よる経済損失は1500億ドルに上ると推定され、冬の暴風
雨ウリは全国で150億ドルの保険損害をもたらしまし
た。

施工不良やメンテナンスの事故は、損害額ベースで3番
目に多く（金額ベースで9％）、クレーム件数ベースで
は2番目に多い（件数ベースで7％）原因となっていま
す。高額な損害となる事故には、欠陥工事による建物・
構造物・地盤の崩壊、製品・部品の製造不良、設計不良
などがあります。

航空機の衝突・墜落事故（9％）は、世界的に見ても第4
位の事故原因となっています。しかし、この分野には、
大規模な航空機事故のほかにも多くの損害が含まれま
す。例えば、地上でのハンドリング事故による航空機の
損傷、滑走路のオーバーシュートおよびアンダーシュー
ト、緊急着陸または強制着陸、さらにはバードストライ
クによる損傷などがあります。

機械的故障（エンジンの故障を含む）は5位で、金額ベー
スの事故原因のトップ10は、製品の欠陥（6）、船舶事故
（沈没、衝突など）（7）、商品の破損（取扱い・保管を
含む）（8）、過失・誤まった助言（専門職業人賠償請
求）（9）、水損害（10）が占めています。

商品の保管、取り扱い、積み下ろし作業、輸送中など、
さまざまな原因で発生する商品の破損の損害は、保険会
社にとって最も頻繁に発生するクレームであり、全世界
のクレーム件数の11%を占めています。しかし、このよ
うなクレームは金額ベースでは3%に過ぎません。
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世界の保険金請求の事故原因トップ１０（金額ベース）

該当国における全損害の事故原因トップ（金額ベース）

オランダ－火災・爆発  20%

南アフリカ－火災・爆発 65%

スペイン－火災・爆発 21%
アメリカ合衆国－自然災害24%

ドイツ－火災・爆発 37%

ブラジル－船舶事故 29%

オーストラリア－過失・誤った助言 20%

イタリア－火災・爆発 50%

中国－火災・爆発 19%

シンガポール－火災・爆発 24%

1 火災・爆発 21%

自然災害 15%
(例　ハリケーン、暴風雨、洪水、山火事等 )

2

機械的故障 5%
(エンジン故障を含む)

5

8

船舶事故  3%
(例　沈没、衝突等 )

商品の破損 3%
(取り扱い・保管を含む )

7

9 過失・誤った助言* 2%

10 水損害 （漏水等）2%

* 専門職業人賠償請求

出典： アリアンツ・グローバル・コーポレート＆スペシャルティ（AGCS）。2017年1月1日から2021年12月31日までの企業保険金請求534,456件、金額にして
約887億ユーロの分析に基づきます。"その他 "の事故原因は、全請求額の26％を占めています。保険金総額には、AGCS以外の保険会社のシェアも含まれます。

一部の国々における事故原因トップ(金額ベース)

出典：アリアンツ・グローバル・コーポレート＆スペシャリティ
（AGCS）。2017年1月1日から2021年12月31日までの企業保険金請求534,456件
（金額にして約887億ユーロ相当）の分析による。保険金総額には、AGCSに加
え、他の保険会社のシェアも含まれます。

6 製品の欠陥 5%

該当国における自然損害の事故原因トップ（金額ベース）

洪水 43%

雹嵐 24%

雹嵐 46%
ハリケーン・竜巻 40%

洪水 66%

洪水 79%

カナダ －火災・爆発 38%
洪水 33%

イギリス －火災・爆発 24%
暴風雨 64%

フランス －火災・爆発 34%
洪水 39%

暴風雨 75%

暴風雨 58%

洪水 23%

2

4 航空機の衝突・墜落 9%

3 施工・メンテナンス不良 9%
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インフレと過少保険
パンデミック後のサプライチェーンのボトルネック、エ
ネルギーや輸送コストの上昇、労働力不足は、2022年初
頭にはすでにインフレ率の上昇に寄与していました。そ
の後、ウクライナ戦争がさらに圧力を加え、エネル
ギー、食品、材料など幅広い商品で価格ショックを引き
起こしています。

インフレの急激な進行は、保険業界のほとんどの種目で
その影響を受けることになるでしょう。インフレは、ク
レームを多方面から圧迫することになりそうです。例え
ば、財物や建設関連保険では、建て替えや修理が材料費
や人件費と連動するため、インフレ率の上昇にさらされ
る一方、材料不足や納期の長さが事業中断費用を膨らま
せます。航空業界では、多くの企業がロータブル（航空
機の部品で頻繁に交換が必要なもの）のサプライチェー
ン問題に直面しています。修理や部品交換の遅れはコス
ト増につながり、最終的な保険金請求額に影響を与える
可能性があります。役員賠償責任（D&O）、専門職業人
賠償責任、一般賠償責任などの他の保険種目も、防御費
用や示談金の上昇を通じて、インフレ圧力の影響を受け
やすくなっています。
保険価額については、保険業界にとって喫緊の課題であ
り、2022年中に保険会社と被保険者の間で大きな論点と
なりつつあります。高いインフレ率により、企業にとっ
ては過少保険、保険会社にとっては誤申告に基づく保険
金額となるリスクが高まるからです。企業が、資産や再
調達価格、事業中断のエクスポージャーを正確に評価し
続けることができていない場合は、過少保険に陥る可能
性が高くなります。保険対象資産を実際よりも低く評価
している場合、企業は保険価額や復旧コストの上昇を下
回る限度額の保険を購入してしまう可能性があります。
また、保険会社は、復旧コストを正確に反映していない
申告価額に依存することで、過少な保険料を設定してし
まう可能性があります。保険市場では、被保険者の申告
価格と実際の再調達価格との間に大きな開きがある保険
金請求が既に発生しています。例えば、2021年のコロラ
ド州の山火事で焼失した商業施設の保険金請求では、イ
ンフレ、需要急増、保険金不足が重なり、再建費用は申
告価額のほぼ2倍となりました。

ウクライナ侵攻によって
影響を受ける専門分野
ウクライナの戦争は、人道的悲劇以外の点では、世界の
保険業界にとって甚大でありつつも、対処可能な範囲の
損失をもたらすと考えられています。現在のところ、損
害総額は100億ドルから350億ドルの間と推定されてお
り、これは中規模の自然災害と同程度です。

紛争に関連する最大のエクスポージャーは、航空保険、
特に「レサー・コンティンジェント・オールリスク（貸
主偶発的オールリスク）」や「コンティンジェント・
ウォー（偶発的戦争）」といった航空機リース会社向け
の戦争専門保険から発生するとみられます。戦争前にロ
シアの航空会社がリースしていた500機の民間航空機
（約100億ドル相当）のうち約400機が、2022年5月初旬
時点でもロシアに残されていました。航空機リース会社
から保険マーケットに届け出が出されていますが、この
ような複雑な状況の解決には何年もかかる可能性があり
ます。保険マーケットでは、商船への影響を考慮し、政
治リスク・政治的暴力に関する保険や、海上保険、貨物
保険についても、多額の保険金が支払われる可能性があ
ります。

間接的な影響としては、ウクライナ戦争によってエネル
ギー価格が高騰し、それがさらにインフレを促進し、財
物クレームの修理・再建費用の上昇や 事業中断損失の増
加につながったことが挙げられます。原油価格の高騰に
よって、エネルギー分野での事業中断クレームがより高
額になることもありえます。

また、戦争はD&O保険など他の事業分野への保険金請求
につながる可能性もあります。ロシアの資産を償却した
企業は、後日、投資家からのクレームに直面する可能性
があり、紛争の影響により、制裁、情報開示、金融市場
の変動など、リスク環境の激化が生じます。

新型コロナ感染症による損失は収束
するも、影響は長引く
新型コロナ感染症による保険業界の損失は約440億ドル
と推定され、このパンデミックはハリケーン・カトリー
ナ、9.11テロに次いで3番目に大きな大災害による損失
となりました。企業の保険金請求の大部分は、興行中止
保険と、ロックダウンの影響を受けた企業による事業中
断に関する請求で占められました。

今後の展望とクレームに関する注目点
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パンデミック後の経済環境においては、D&O保険や専門
職業人賠償責任保険に関するリスクが高まっています。
金融市場が不安定な時期には、D&O保険の請求件数が増
加するのが通例となっているためです。インフレと金利
上昇は、ウクライナ戦争とともに、ハイテク株や、いわ
ゆる特別買収目的会社（SPAC）や白地小切手会社、暗号
通貨などの価値が最近下落するなど、すでに市場に変動
の兆しを見せています。

賠償責任による損失の将来的な
主要因として浮上するESGリスク
政府や市民が企業に対してより良い方向への転換を求め
る圧力をかける中、環境・社会・ガバナンス（ESG）お
よび持続可能性の問題をめぐる動きは活発化していま
す。気候変動は、企業がより過酷な気候や低炭素または
ゼロ炭素経済への移行による物理的・法的リスクの数々
に直面しているため、すでに取締役会の最重要課題と
なっています。しかし、多様性や包括性、地域社会やサ
プライチェーンに対する組織の影響など社会的な課題も
また、高まりつつあるエクスポージャーです。

気候変動関連訴訟は、今後、企業やその役員にとって重
大な賠償責任の発生源となる可能性が高くなっていま
す。D&O保険市場では、2018年に発生したカリフォル
ニア州の山火事の事後処理など、すでに気候変動に関連
する請求が発生しており、企業はますます、会社の方針
に影響を与えようとする「物言う株主」からの訴訟や過
去の公害に関連する損害賠償請求に直面するようになっ
ています。これまでに約2,000件の気候変動関連の訴訟
が開始されており、その半数は過去7年間に発生したも
のです。

もう一つの潜在的なリスクは、「グリーンウォッシン
グ」と呼ばれる請求によるものです。これは、企業が根
拠のない、あるいは誤解を招くようなESGの主張をして
いる、あるいは約束と行動が一致していないなどの理由
で訴えられるもので、「グリーンウォッシング」と呼ば
れています。報告義務の増加に伴い、企業とその役員
は、気候関連の情報開示と信認義務違反による責任の拡
大に直面することになります。

環境要因は、製造物責任や 建設工事に関する賠償請求に
も影響を及ぼしています。異常気象や予測不可能な季節
変動は、気候変動の影響が強まるにつれ、建築物の設計
や材料の品質・性能に影響を与える可能性があります。
高速鉄道の窓に使用されている接着剤が紫外線の影響を
受けるなど、環境条件の変化により製品が期待通りの性
能を発揮できないとして、AGCSではすでに多くのク
レームが発生しています。また、極端な気温の下で建築
物の被覆材や塗装仕上げ材が性能を発揮できなかったこ
とでもクレームが発生しています。

世界的なサプライチェーンの混乱で
CBIの保険金請求が急増
偶発的事業中断(CBI、構外利益損失)のクレームは昨年、
新たなレベルに達し、その数はここ数年をはるかに超え
ています。この急激な増加は、企業のサプライチェーン
の相互依存性と複雑性が高まっていることを如実に表し
ており、パンデミック関連の混乱、異常気象、ウクライ
ナ戦争が重なり打撃を受けました。多くの企業は、材
料、部品、サービスを少数の主要なサプライヤーに依存
しているため、大規模な事業中断やCBIのクレームは今
や日常茶飯事で、損害額は10億ドル以上になることもあ
ります。

例えば、2021年2月に米国で発生した「テキサス大凍
害」は、インフラに大規模な混乱をもたらし、記録的
な低温による最初の停電の後、企業が生産を立ち上げ
るのに数ヶ月を要したため、多額のCBI請求が発生しま
した。同じ頃、日本の半導体工場で火災が発生し、マ
イクロプロセッサの世界的な不足が深刻化し、世界の
サプライチェーンに波及して、自動車や電子機器産業
の生産に打撃を与えました。この2つの事象に起因する
CBIの請求件数は、過去3年間のCBIの請求件数の3倍以
上となりました。一方、自動車産業は、重要な部品供
給国であるウクライナの紛争によるサプライチェーン
の問題で再び打撃を受けました。

GLOBAL CLAIMS REVIEW 2022



サイバークレームは安定するも、
依然として脅威は高水準
ランサムウェア攻撃などの脅威の高まりや、サイバー保
険の伸長に伴い、近年、サイバー保険の請求が大幅に増
加しています。AGCSでは、2016年には100件未満であっ
たサイバー保険金請求が、過去2年間は年間1,000件以上
発生しています。しかし、クレーム件数は増加傾向にあ
るものの、安定し始めています。

ランサムウェアは依然として大きな懸念材料であり、前
年比で13％増加したと報告され、これは過去5年間の合計

よりも大きな伸びを示しています。ランサムウェアの攻
撃が、実はデータを盗むための手段であるという二重の
危険は、水面下で進行している傾向です。つまり、企業
は同じ事件で2度被害を受ける可能性があるのです。業界
の推計によると、侵入インシデントの60%以上が組織の
パートナーを経由して発生する可能性があり、リスク評
価において見過ごされがちな領域です。このような見落
としは、事業中断の損失を拡大させることになります。

企業が攻撃防御技術に自ら投資をせず、その代わりにサ
イバー攻撃に対する保険に加入する時代は終わりまし
た。この二つは、両方取り組まなければならないもので
す。企業は、災害復旧計画について考え、その計画をテ
ストし、さらにテストを続ける必要があります。最終的
に、企業がサイバー成熟度を向上させれば、結果として
より好条件のサイバー保険に加入できる可能性が高くな
ります。

争訟費用と株主代表訴訟和解金の増加
D&O保険金請求は、いわゆる「イベント主導型」損害が
依然として主流ですが、会計問題や債務超過は多くのク
レームの重大な要因であることに変わりはありません。
近年、自然災害、新型コロナ感染症の大流行、航空事
故、排ガス不正、サイバー攻撃、製造物責任など、さま
ざまな事象から多額のD&O保険金請求が発生していま
す。いくつかの傾向から、当面の間、損害額は上昇し続
けるものと思われます。
歴史的にD&O請求の主要因であった証券集団訴訟の提起
は、2021年には減少したものの、依然として過去の水準
を上回っており、集団訴訟の和解額が上昇する可能性さ
えあり、中国やサウジアラビアなど集団訴訟やその他類
似の形態を認める法域も増えてきています。特別買収目
的会社（SPAC）の成長は、D&O市場にも多くの損失をも
たらしました。2020年から2021年にかけてSPACと合併し
た少なくとも25社が、ここ数カ月で「ゴーイング・コン
サーン（継続企業の前提への疑義）」を明らかにしてい
ます。

過去2年半の間に、原告団は非米国企業の株主を代表し
てニューヨーク州裁判所に10件以上の株主代表訴訟を提
起しました。これは、非米国企業の取締役に対する米国
での訴訟リスクが高まっていることを示しています。最
近、これらの訴訟のうち2件が棄却されたことで、この
傾向に歯止めがかかると思われますが、これらの訴訟の
1件を棄却した同じ判事が、非米国企業に関する別の株
主代表訴訟訴訟の棄却請求を却下していることから、こ
のリスクは今も注視されています。 一方、訴訟・防御コ
ストは上昇を続けており、この傾向は給与や報酬のイン
フレ圧力によってさらに加速することは間違いありませ
ん。D&O保険者の防御コストは、2019年に40％近
く、2020年には10％以上増加しています。

接着剤と品質の問題により
損害賠償クレームが高額化
電子機器や自動車製造における工業用接着剤の使用拡大
により、製造物責任やリコール請求のコストが顕著に上
昇しています。近年では、部品を固定するための接着剤
の使用が著しく増加していることから、修理がより複雑
で高額になり、しばしばユニット全体または周辺部品の
交換が必要となります。接着剤の使用により、少なくと
も25％以上高価になる修理もあります。

複雑な建設プロジェクトでは
高額な専門職業人賠償クレームが発生
より革新的な設計、新素材や 新工法は、建築家、エンジ
ニア、デベロッパー、建設会社に対する高額な賠償請求
のための肥沃な土壌を作り出しています。大規模で複雑
な建設プロジェクトでは、水源・環境エンジニア、地質
学者、冶金学者、設計建築家など、各分野の技術的専門
知識を提供する外部の専門家の意見に頼ることが多く
なっています。しかし、データ、統計的工程管理、詳細
設計、性能評価における誤りや、単に誤ったアドバイス
が、修正困難でコストのかかる問題を引き起こしていま
す。

特に、高速道路の設計に携わる地質学者や、病院や住宅
の外壁、換気、空調システムの設計に携わる専門技術者
など、第三者の専門家に関するクレームが保険マーケッ
トで見られるようになっています。

9
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保険金支払の規模は、リスクの広範
な性質を反映して実にさまざまで
す。例えば、火災、航空事故、船舶
事故などの重大な企業保険金請求
（1億ユーロ以上）は、件数では請
求の1%未満ですが、分析したすべて
の請求の総額の4分の1以上（246億
ユーロ）を占めます。逆に、クレー
ムの約88%は5万ユーロ以下であり、
総額のわずか3%となっています。

企業にとって最も高額な損害の原因
について詳しく見てみると、火災と
自然災害が引き続き損害額の大半を
占め、分析したすべての請求額の3
分の1以上（36%）を占めています。
これは、異常気象、エクスポー
ジャーの集中、サプライチェーンと
事業の相互関連性などの要因による
ものです。 インフレの高まりによっ
て、保険金請求額はさらに上昇する
ことが予想されます。

グローバル・クレーム・レビュー
の最新版で分析対象となった企業
向け保険金請求は、およそ887億
ユーロにのぼります。これは、保
険会社が5年間、毎日平均4,800万
ユーロを超える保険金を支払い、
損失を補填してきたことを意味
し、企業がこうした危険を管理・軽
減する上で保険業界が果たすべき重
要な役割の一端が明らかになりまし
た。

過去5年間、世界の企業保険損害額のトップは火災・爆発です。

概観

企業の損失を生み出す要因 
AGCSのグローバルクレームレビューレポートシリーズの最新版では、2017
年から2021年までの企業保険金請求の動向を調査しています。この期間に
200以上の国と地域から53万件以上の保険金請求がAGCSを含む保険会社に
寄せられており、リスク規模の大きさを示すデータセットとしては、これ
までで最大の分析結果となっています。損害の原因は、火災からサイバー
インシデント、空港でのスリップ・転倒まで多岐にわたります。
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事故原因トップ１０

1 火災・爆発
例：建物・工場火災、電気火災、ガス爆発、車両火災な
ど。

2 自然災害
例：ハリケーン、竜巻、暴風雨、洪水、山火事、異常気
象などによる損害や混乱など。

3 施工不良・メンテナンス不良
例：施工不良による建物・構造物・地盤の崩壊、製品・
部品の製造不良、設計不良、メンテナンス不良など。

4 航空機の衝突・墜落
例：ハードランディング、滑走路・誘導路の進入・逸
脱、地表衝突、グランドハンドリング事故、空港インフ
ラへの衝突、バードストライク

5 機械的故障（エンジン故障を含む）
例：産業機械、工場のハードウェア、船舶・航空機・車
両のエンジンなどの損傷など。

6 欠陥商品
例：大規模な製品リコール、欠陥のある自動車部品の修
理費用、欠陥商品に起因する工場閉鎖による事業収入 の
喪失、食品汚染など。

7 船舶事故（沈没、衝突など）
例：港湾の壁への衝突、海上での船体損傷、船の座礁、
船の転覆、他船との衝突など。

8 商品の破損（取扱い・保管を含む）
例：商品・技術機器の破損、輸送中の車両の破損、電力
サージによる発電機の破損、構内備品の紛失、コンテナ
の内容物の破損など。

9 過失・誤った助言（専門職業人賠償責任請求）
例：誤解を招くアドバイス、不適切な取引、信用・信義
則上の義務違反、守秘義務違反

10 水損害
例：ボイラーの水漏れ、地下室への浸水、パイプの破裂
による浸水、商業施設での一般的な水の流出など。

リスクマネジメントや火災予防は
年々進歩していますが、 (AGCSの分
析によると、火災・爆発（山火事を
除く）は、世界的に企業保険の事故
原因のトップであり、全請求額の
21%を占めています。このような事
故は、過去5年間に分析された個別
損害賠償請求の上位20件中13件（自

然災害を除く）を占めており、多額
の請求を引き起こす最大の要因の一
つとなっています。

また、火災後の事業中断に関連する
コストは、例えば大規模な製造工場
で生産を再開するためにかかる時間
を考えると、最終的な損害額が大き
く増加する可能性があります。今日
のように相互の結びつきが強くなっ
た世界では、半導体工場や大型コン
テナ船で火災が発生すると、世界中
に大きな影響を与える可能性があり
ます。火災は、5年間で180億ユー
ロ以上の保険金請求につながったと
分析されています。

Fire/explosion is the top cause of corporate insurance losses globally over the past five years
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自然災害（ハリケーン、暴風雨、洪
水、山火事など）は、世界的にみて2

番目に大きな事故原因であり、全請
求額の15%を占めています。気候変
動やエクスポージャーの変化（例え
ば、自然災害発生地域での経済活動
の活発化）により、損害は増え続け
ています。米国とオーストラリアの
山火事、ヨーロッパとアジアの洪
水、米国の竜巻と対流性暴風雨
（Convective storm)の動きは、最近
世界中で話題になった多くの損害の
ほんの一例です。同時に、過去5年の
うち2年の大西洋ハリケーンシーズン
（2017年と2021年）は、記録上最も
損失の大きかったシーズントップ3に
ランクインしています。

12

損害保険金の分布状況

出典 アリアンツ・グローバル・コーポレート＆スペシャリティ。2017年1月から2021年12月末の約887億ユーロに相当する534,456件の請求の分析による。
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1億ユーロを超えるロスは、
件数ベースではクレームの1％未満ですが、
金額ベースでは分析された全請求金額の
4分の1以上を占めています（246億ユーロ
に相当）。

自然災害の保険金請求という観点か
らも、新たな動きが明らかになって
きています。2021年には、米国の
「テキサス大凍害」とドイツの洪
水が、いずれも大規模でかつ予想外
のクレームが発生した出来事として
際立っています。例えば、2月に発
生した「テキサス大凍害」は、イ
ンフラや製造業に大きな混乱をも
たらし、多くの企業が広範囲な停
電やブラックアウトによって一時
的な操業停止に追い込まれ、多額の
偶発的事業中断（CBI、構外利
益損失）をもたらしました。この出
来事による経済損失は1,500億
ドルに上ると推定され、冬の嵐ウリ
は全米で150億ドルの保険損害を引
き起こしました。

施工不良やメンテナンス不良の事故
は、金額ベースでは事故原因の第3
位（請求額全体の9%を占める）、ま
た件数ベースでは第2位（件数では
7%を占める）であり、物品の破損
（取り扱い・保管を含む）に次いで
多い原因となっています。高額な事
故には、例えば、欠陥工事による建
物・躯体・地盤の崩壊、製品・部品
の製造不良、または不正確な設計等
が含まれます。

世界の航空業界は、過去5年間にわ
たってこれまでで最も安全な年
（2017年や2019年など）を記録し、
その後、2020年と2021年の大半は新
型コロナ感染症によって大部分の航
空機が地上待機となったものの、航
空クレームが減少する兆しは見えま
せん。航空機の衝突・墜落事故
（9％）は、世界的に見ても4番目に
多い事故原因となっています。しか
し、このカテゴリーに入る損失に
は、大規模な航空機の墜落のほかに
もさまざまなものがあります。例え
ば、地上ハンドリング事故による航
空機の損傷、滑走路のオーバー
シュートおよびアンダーシュート、
緊急着陸または強制着陸、さらには
バードストライクによる損傷などで
す。

機械的故障（エンジン故障を含む）
は損害額トップ10の5番目に位置して
おり、製品の欠陥（6）、船舶事故
（沈没、衝突など）（7）、商品の破
損（取扱い・保管を含む）（8）、過
失・不注意（専門職業人賠償請求）
（9）、水損害（10）がトップ10を
占めています。トップ３の事故
原因を合計すると、分析した全損害
額の半分近く（45％）を占め、上位
10の事故原因では75％近くとなって
います。

商品の保管、取り扱い、積み下ろし
の問題、輸送中など、さまざまな原
因で発生する破損した商品による損
害は、保険会社にとって最も頻度の
高いクレームであり、全世界のク
レーム件数の11%を占めています。

しかし、このようなクレームは金額
ベースでは3%に過ぎません。

クレーム分析では、財物保険におけ
る損害の結果として、事業中断
（BI）の関連性が高まっていること
も指摘されています。
事業中断に関する平均請求額
は、2017年までの5年間の分析期間
では310万ユーロであったのに対
し、現在では380万ユーロを超えて
います。大規模なクレーム（500万
ユーロ超）では、事業中断の要素を
含む平均的なクレーム額は、平均的
な物損クレーム額の2倍以上と なっ
ています。
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(エンジン故障を含む)

10

14

*専門職業人賠償責任クレーム

出典 アリアンツ・グローバル・コーポレート＆スペシャリティ（AGCS）。2017年
1月1日から2021年12月31日までの企業保険金請求534,456件、金額にして約887億
ユーロの分析に基づく。"その他 "の損害原因は、全請求額の26％を占めています。
保険金総額には、AGCS以外の保険会社の分も含まれます。

GLOBAL CLAIMS REVIEW 2022

クレーム事故原因トップ１０（金額ベース）
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北米
AGCSの北米地域クレーム責任
者Frank Sapioは、「新型コロナ
感染症は世界の貿易とサプライ
チェーンを狭め続けています
が、現在定期的に直面している
ハリケーン、竜巻、氷嵐、猛火
の猛威も無視できません」と述
べています。「過去10年間で、
リスクの方程式は変化してお
り、私たちはお客様と緊密に連
携して、これらの進化する脅威
に対して可能な限り戦略を立
て、備えなくてはなりません。

南米
「ブラジルで分析した7,000件
以上のクレームによって10億
ユーロ以上の損失が発生してお
り、これらのクレームの約3分
の2は、人材育成、予防保守、
緊急時対応などの優れた予防
計画があれば影響を軽減または
回避できたはずの原因によるも
のです」と、AGCSの南米地域
クレーム責任者のRogerio
Lopesは述べています。

英国
「火災・爆発は英国における最大の事故原因
であり、世界的な結果をそのまま反映し、最
近の火災予防とリスク管理の改善にもかかわ
らず、依然として大きなリスクであることを
示しています」とAGCSのロンドン＆北欧地
域ユニットのクレーム責任者Tom Majorは述
べています。「物的損害の賠償請求は、イン
フレが再建築費用に影響を及ぼしているた
め、より深刻になってきています。事業中断
のクレームは、パンデミックからまだ回復し
ていない複雑なグローバルサプライチェーン
から影響を受け続けており、現在はエネル
ギー価格の上昇とウクライナ戦争によってさ
らに混乱しています。

ベネルクス
AGCSベネルクスのクレーム責任者 René van 
Walsumは、「火災による損害が、世界および
ベネルクス諸国の企業保険損害の大部分を占
めていることは、驚くことではありません」と
述べています。「今年のクレームレビューで
は、リスクマネジメントと火災予防を長年に
わたって改善しても、火災や爆発による被害
を完全に抑制することはできず、まだ道のりは
長いということが明らかになりました」。

アジア・太平洋
「オーストラリアでは山火事や
洪水が大きな話題となっていま
すが、工場やその他の工業生産
現場での火災が最も大きな割合
を占めています」と、AGCSアジ
テ太平洋地域クレーム責任者の
Volker Ziegsは述べています。
「火災は、資産価値の上昇や今
日のサプライチェーンの相互接
続性を背景に、世界中の他のビ
ジネスに大きな影響を与える可
能性があります。その結果、操
業に大きな支障をきたし、最終
的な損害額も高額化することに
なります。」

南アフリカ
「南アフリカでは過去3年間に、
新型コロナ感染症による事業中
断、市民騒乱、洪水という3つの
重大なクレームイベントが発生
しました」とAGCSの南アフリ
カ・クレーム責任者のLulu Pule
は述べています。「火災、自然
災害、暴風雨、水損害がクレー
ム額の大半を占めているのは当
然のことです。AGCSは企業向け
保険会社として、損害発生後の
混乱を最小限に抑えるために重
要な役割を担っています。」

中・東欧
「昨年の大洪水は、ドイツがこのような自然
災害から守られていないことを示しました」
と、AGCSの中・東欧地域クレーム責任者 
Rainer Bartzschは述べています。「企業は、
このような伝統的なリスクと、サイバーハ
ザードやサプライチェーン問題などの新しい
リスクとの間でバランスを取りながら経営し
ていかなければなりません。今日のグローバ
ル化した経済環境は、クレームがより厳しく
なっていることを意味しています。

GLOBAL CLAIMS REVIEW 2022

Data

特定の国ごとの上位事故原因
（金額ベース）
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最も頻度の高い事故原因:
商品の破損（取扱い・保管を含む）

*専門職業人賠償責任保険金請求
出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から
2021年12月31日までの3,994件の企業保険金請求の分析に基づいてお
り、その総額は約18億ユーロとなっています。
また、事故原因「その他」は、全事故原因の31％を占めており、保険
金の合計にはAGCSに加えて他の保険会社分も含まれています。

オーストリア
1. 火災・爆発40%

2. 自然災害 (例：ハリケーン、暴風雨、洪水
山火事等) 27%

3. 施工・メンテナンス不良14%

4. 欠陥製品7%

5. 機械的故障 (エンジン故障を含む）3%

最も頻度の高い事故原因:
施工・メンテナンス不良

出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から
2021年12月31日までの約4億2500ユーロに相当する3,097件の企業保険
金請求の分析に基づいています。また、事故原因「その他」は、全事
故原因の9％を占めており、保険金の合計にはAGCSに加えて他の保険
会社分も含まれています。

オーストラリア
1. 過失・誤った助言* 20%

2. 火災・爆発20%
3. 自然災害（例：ハリケーン、暴風雨、洪水

山火事等) 15%

4. 欠陥製品 8%

5. 商品の破損（取扱い・保管を含む）6%

火災事故はオーストリアの企業
にとって最も損害額の高い事故
原因であり、これは全事故の
40％を占めています。近年では
オーストリアは一連の甚大な洪
水に見舞われ、人々とインフラ
に深刻な影響を与えており、自
然災害が2番目に多い事故発生原
因となっています。

オーストラリアでは山火事の事
故がトップニュースを独占する
ことが多く、近年では被害額が
数十億ドル相当にのぼります
が、企業にとって損害額の最も
大きい事故原因は自然災害によ
らない火災事故で、その損害額
は全体の20％を占めます。ま
た、様々な企業活動に起因する
専門職業人賠償責任保険金請求
（過失・誤った助言）も全体の
20％を占めています。 一方、
商品の破損（取扱い・保管を含
む）は最も頻度の高い保険金請
求原因であり、件数では全体の
10％を占めています。
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1. 火災・爆発 38%

2. 自然災害（例：ハリケーン、暴風雨、
洪水山火事等)　8%

3. 施工・メンテナンス不良　8%

4. 航空機の衝突・墜落 6%

5. 欠陥製品　6%

最も頻度の高い事故原因:
水損害

出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から
2021年12月31日までの19,778件の企業保険金請求の分析に基づいてお
り、その総額は約32億ユーロとなっています。
また、事故原因「その他」は、全事故原因の34％を占めており、保険
金の合計にはAGCSに加えて他の保険会社分も含まれています。

ブラジル
1. 船舶事故（例：沈没、衝突等）

 29%
2. 火災・爆発 25%

3. 機械的故障（エンジン故障を含む）
20%

4. 欠陥製品 10%

5. 商品の破損（取扱い・保管を含む）
5%

最も頻度の高い事故原因:
商品の破損（取扱・保管を含む）

出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から
2021年12月31日までの7,405件の企業保険金請求の分析に基づいてお
り、その総額は約11億ユーロとなっています。また、事故原因「その
他」は、全事故原因の11％を占めており、保険金の合計にはAGCSに加
えて他の保険会社分も含まれています。

カナダ

2020年に起こった鉱石運搬船
Stellar Banner号の座礁や沈没な
どの船舶事故はブラジルで最も
損害額の大きい事故原因であ
り、大規模火災・爆発が僅差で
それに続きます。
商品の破損（取扱い・保管を含
む）は保険金請求原因としては
最も多く、損害額としては全体
の5番目となっています。

火災事故に関する保険金は保険
金支払総額の約40％近くであ
り、自然災害事故（8％）は2番
目に多い事故原因となっていま
す。　

施工・メンテナンス不良による
事故は3番目に多い事故原因で
す。

パイプの破裂による建物の浸水
等の水損害事故は最も多い事故
原因であり、件数では全体の約
1/4を占めているものの、金額
ベースでは全体の4％に満たな
い状態です。
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フランス
1. 火災・爆発 34%

2. 自然災害（例：ハリケーン、暴風雨、洪水、
山火事等）7%

3. 欠陥製品　 7%

4. 施工・メンテナンス不良　 6%

5. 船舶事故（沈没、衝突等） 6%

最も頻度の高い事故原因:
商品の破損（取扱い・保管を含む）

出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から
2021年12月31日までの30,919件の企業保険金請求の分析に基づいてお
り、その総額は約24億ユーロとなっています。
また、事故原因「その他」は、全事故原因の40％を占めており、保険
金の合計にはAGCSに加えて他の保険会社分も含まれています。

製油所などの大規模な産業火災
も含めて火災事故が事故原因の
トップになっており、保険金請
求総額の約1/3を占めていま
す。
自然災害は2番目(7％)で、洪水
と暴風が最も被害の大きい災害
となっています。
商品の破損（取扱い・保管を含
む）は請求件数で16％を占める
最も頻度の高い事故発生原因で
すが、金額ベースでは7番目と
なっています。

中国
1. 火災・爆発 19%

2. 欠陥製品　13%

3. 船舶事故（沈没、衝突等）12%

4. 自然災害（例：ハリケーン、暴風雨、洪
水、山火事等）11%

5. 商品の破損（取扱い・保管を含む） 11%

最も頻度の高い事故原因:
商品の破損（取扱い・保管を含む）

出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から
2021年12月31日までの5,032件の企業保険金請求の分析に基づいてお
り、その総額は約5億3100万ユーロとなっています。
また、事故原因「その他」は、全事故原因の34％を占めており、保険
金の合計にはAGCSに加えて他の保険会社分も含まれています。

化学工場や殺虫剤工場などの産
業施設に影響を与えた大規模な
火災により、近年では火災保険
が主な事故原因となっており、
保険金請求総額の19％を占めて
います。
欠陥製品による事故は2番目
（13％）で、これは中国が世界
最大の商品製造者であることが
背景となっています。
貨物の紛失や破損（取扱・保管
を含む）は、保険金支払額では
5番目に多い事故原因になりま
すが、最も頻度の高い事故原因
であり、件数では全体の40％を
超えています。
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イタリア
1. 火災・爆発 　50%

2. 欠陥製品 9%

3. 施工・メンテナンス不良 8%

4. 自然災害（例：ハリケーン、暴風雨、洪水、
山火事等）6%

5. 商品の破損（取扱い・保管を含む）5%

最も頻度の高い事故原因:
欠陥製品

出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から
2021年12月31日までの3,350件の企業保険金請求の分析に基づいてお
り、その総額は約4億6000万ユーロとなっています。
また、事故原因「その他」は、全事故原因の22％を占めており、保険
金の合計にはAGCSに加えて他の保険会社分も含まれています。

イタリアでは、企業保険金請求
額の半分を火災が占めており、
資産価値の上昇や複雑化したサ
プライチェーンの影響などによ
り、損害はより深刻になってい
ます。

欠陥製品による事故 は、過去5
年間に保険会社にとって最も頻
繁にクレームが発生した原因で
あり、件数ベースで16％を占め
ています。また、欠陥製品は2
番目に高額な損害の原因となっ
ていますが、金額ベースでは9%
に過ぎません。

ドイツ
1. 火災・爆発　37%

2. 自然災害（例：ハリケーン、暴風雨、洪水、
山火事等) 12%

3. 施工・メンテナンス不良　9%

4. 欠陥製品 6%

5. 機械的故障 (エンジン故障含む 4%

最も頻度の高い事故原因:
施工・メンテナンス不良

出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から
2021年12月31日までの47,365件の企業保険金請求の分析に基づいてお
り、その総額は約58億ユーロとなっています。 また、事故原因「その
他」は、全事故原因の32％を占めており、保険金の合計にはAGCSに加
えて他の保険会社分も含まれています。

ドイツでは、産業火災と爆発が
企業保険事故の主な原因となっ
ており、全損害額の三分の一
(37％)を占めています。
近年、エネルギーや製薬などの
分野でいくつかの重大な事故が
発生しています。これらの業界
は、操業停止したり損害を受け
たりする製品・施設の価値を踏
まえると、大きなリスク・エク
スポージャーを持つ多くの業界
のひとつです。事業中断費用
は、最終的な損害額を大きく押
し上げる可能性があります。
自然災害は2番目に多い事故原
因（12％）であり、その中でも
洪水は最近の自然災害の中でも
圧倒的に損害額が大きくなって
います。

施工・メンテナンス不良
メンテナンス事故が 最も頻度の
高い保険金請求原因となってお
り、件数ベースでは14% を占め
ています。また、金額ベースで
も上位3位を占めています。



オランダ
1. 火災・爆発 20%

2. 欠陥製品 13%

3. ヒューマンエラー・作業ミス 11%

4. 機械的故障（エンジン故障含む）11%

5. 施工・メンテナンス不良　 10%
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最も頻度の高い事故原因:
商品の破損（取扱い・保管を含む）

出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から
2021年12月31日までの2,245件の企業保険金請求の分析に基づいてお
り、その総額は約4億8900万ユーロとなっています。 また、事故原因
「その他」は、全事故原因の35％を占めており、保険金の合計には
AGCSに加えて他の保険会社分も含まれています。

シンガポール
1. 火災・爆発 24%

2. 過失・誤った助言* 　18%
3. 機械的故障（エンジン故障を含む）

16%

4. 欠陥製品　 12%

5. 施工・メンテナンス不良　 5%

最も頻度の高い事故原因:
商品の破損（取扱い・保管を含む）

*専門職業人賠償責任保険金請求

出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から
2021年12月31日までの1,556件の企業保険金請求の分析に基づいてお
り、その総額は約1億1900万ユーロとなっています。
また、事故原因「その他」は、全事故原因の25％を占めており、保険
金の合計にはAGCSに加えて他の保険会社分も含まれています。

火災は企業保険事故で最も多い
事故原因であり、保険金請求額
全体の20％を占めています。 そ
して欠陥製品（13％）、ヒュー
マンエラー・作業ミス（11％）
と続きます。

商品破損（取扱・保管を含む）
は、最も頻度の多い保険金請求
原因であり、不適切な保管・荷
下ろし・梱包、温度変化などの
さまざまな原因による事故は、
件数ベースで全体の10％以上を
占めています。

シンガポールでは、火災が企業
にとって最大の事故原因であ
り、分析対象となった全請求額
の24%を占めています。頻度は
低いものの、専門職業人賠償請
求（過失・誤った助言など）が
第2位で、約18%を占めていま
す。機械的故障（エンジン故障
を含む）が全請求額の16%を占
め、第3位となっています。
商品の破損（取扱い・保管を含
む）が最も頻度が高く、件数に
して24%を占めています。火災
は金額ではトップですが、頻度
はそれほど高くなく、クレーム
件数の約4％を占めるにすぎま
せん。
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スペイン
1. 火災・爆発　 21%

2. 自然災害（例：ハリケーン、暴風雨、
洪水、山火事等) 　13%

3. 機械的故障（エンジン故障を含む） 10%

4. 施工・メンテナンス不良　 6%

5. 船舶事故（沈没、衝突等）6%

最も頻度の高い事故原因:
商品の破損（取扱い・保管を含む）

出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から
2021年12月31日までの11,189件の企業保険金請求の分析に基づいてお
り、その総額は約4億3100万ユーロとなっています。
また、事故原因「その他」は、全事故原因の44％を占めており、保険
金の合計にはAGCSに加えて他の保険会社分も含まれています。

火災は、スペイン企業の保険損
害の主な原因であり、保険金請
求額全体の21％を占めていま
す。自然災害（13％）は第2位
であり、雹と雪が自然災害によ
る保険金請求の最も高額な原因
となっています。意外なこと
に、雹と雪が自然災害の保険金
請求の最も高額な原因の中に
入っています。2021年には、
嵐フィロメナがスペイン中部で
数十年ぶりの大雪をもたらし、
企業の操業停止、建物の損傷、
サービスの中断を引き起こしま
した。

商品の破損（取扱い・保管を含
む）は、保険金請求の最も多い
要因であり、件数で12%を占め
ていますが、これらは低額なも
のになる傾向があり、保険金請
求の上位10位には入っていま
せん。 

南アフリカ
1. 火災・爆発 　65%

2. 施工・メンテナンス不良 20%

3. 自然災害（例：ハリケーン、暴風雨、
洪水、山火事等) 　3%

4. 商品の破損（取扱い・保管を含む）3%

5. 欠陥製品 3%

最も頻度の高い事故原因:
水損害

出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から
2021年12月31日までの3,972件の企業保険金請求の分析に基づいてお
り、その総額は約8億5800万ユーロとなっています。
また、事故原因「その他」は、全事故原因の6％を占めており、保険金
の合計にはAGCSに加えて他の保険会社分も含まれています。

火災は、南アフリカの企業に
とって最も高額な損失となり、
過去5年間の保険金請求額の60%
以上を占めています。
施工・メンテナンス不良も大き
な事故原因のひとつであり
（20%）、自然災害は3位で、暴
風雨による損害が最も頻繁に請
求されています。雹の嵐はまれ
ではありますが、大都市圏で発
生した場合は大きな損害となり
ます。
南アフリカでは、水損害による
企業保険金の請求が最も多く
（30%以上）、また、5件に1件
は犯罪や不法行為を原因とする
ものです。

10%10%
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スイス
1. 商品の破損 10%

2. 航空機の衝突・墜落　 9%

3. 施工・メンテナンス不良　7%

4. 商品の破損（取扱い・保険を含む） 7%

5. 機械的事故 （エンジン故障を含む） 5%

最も頻度の高い事故原因:
欠陥製品

出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から
2021年12月31日までの2,808件の企業保険金請求の分析に基づいてお
り、その総額は約2億4400万ユーロとなっています。
また、事故原因「その他」は、全事故原因の60％を占めており、保険
金の合計にはAGCSに加えて他の保険会社分も含まれています。

英国
1. 火災・爆発 24%

2. 施工・メンテナンス不良 24%

3. 欠陥製品 11%

4. 自然災害（例：ハリケーン、暴風雨、洪水、
山火事等） 9%

5. 過失・誤った助言* 7%

最も頻度の高い事故原因:
過失・誤った助言 （専門職業人賠償責任）

*専門職業人賠償責任保険金請求
出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から
2021年12月31日までの9,055件の企業保険金請求の分析に基づいてお
り、その総額は約31億ユーロとなっています。
また、事故原因「その他」は、全事故原因の25％を占めており、保険
金の合計にはAGCSに加えて他の保険会社分も含まれています。
.

約3,000件の企業向け保険のク
レーム分析によると、欠陥製
品による事故はスイスの企業
にとって最も高額な事故原因
となっています。
また、件数においても、分析
した保険金請求件数の1/３近
くを占めています。

火災（24%）と施工・メンテナ
ンス不良による事故（24%）
は、英国で最も高額な企業保険
損害をもたらし、合わせて分析
した全請求額のほぼ半分を占め
ています。
専門職業人賠償関連の請求（多
くの企業行動に起因する過失・
誤った助言等）は、英国で最も
頻繁に発生する事故原因であ
り、合計で請求件数の1/4以上
（26％）を占めています。
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米国
1. 自然災害（例：ハリケーン、暴風雨、洪水、

山火事等） 24%

2. 火災・爆発 17%

3. 施工・メンテナンス不良 6%

4. 船舶事故（沈没、衝突等）5%

5. 航空機の衝突・墜落　 4%

最も頻度の高い事故原因:
商品の破損（取扱い・保管を含む）

出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から
2021年12月31日までの162,839件の企業保険金請求の分析に基づいて
おり、その総額は約329億ユーロとなっています。
また、事故原因「その他」は、全事故原因の44％を占めており、保険
金の合計にはAGCSに加えて他の保険会社分も含まれています。

自然災害は企業損害の最大原因
であり、分析した全請求額のほ
ぼ4分の1を占めています。 ハ
リケーン、竜巻、山火事による
損害は、過去5年間、米国で最
も高額な自然災害クレームと
なっています。これは、過去5
年間の大西洋ハリケーンシーズ
ンのうち2年間が最も活発で損
害額の大きいシーズンであった
こと、また、最近の記録的な竜
巻や山火事の発生が要因となっ
ています。
火災は全クレーム額の17%を占
める第2位の事故原因ですが、
これは石油やガスといった費用
のかかるセクターで多数の重大
な火災が発生したことが原因で
す。



29%

19%

14%

9%

6%

24

GLOBAL CLAIMS REVIEW 2022

ハリケーン・竜巻

暴風雨

洪水

霜、氷、雪

地震・津波

1

2

3

4

5

出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から2021年12月31日までの自然災害に関する保険金請求の分析に基づきます。ﾌﾞﾗｼﾞﾙ（117
件、2400万ﾕｰﾛ）;ｶﾅﾀﾞ（1,019件、2憶7600万ﾕｰﾛ）;中国（431件、6100万ﾕｰﾛ）;ﾄﾞｲﾂ（1,897件、6億7600万ﾕｰﾛ）;ｲﾀﾘｱ（138件、3000万ﾕｰﾛ）;ｵﾗﾝﾀﾞ（162件、3300万
ﾕｰﾛ）;南ｱﾌﾘｶ（409件、2800万ﾕｰﾛ）;ｽﾍﾟｲﾝ（399件、5700万ﾕｰﾛ）;ｲｷﾞﾘｽ（458件、2億9700万ﾕｰﾛ）;ｱﾒﾘｶ（10,881件、80億ﾕｰﾛ）。
また、保険金の合計にはAGCSに加えて他の保険会社分も含まれています

出典: Allianz Global Corporate & Specialty (AGCS). 2017年1月1日から2021年12月31日までの22,850件の自然災害に関する保険金請求（約137億ユーロ）の分析に基
づきます。また、事故原因「その他」は全事故原因の23％を占めており、保険金の合計にはAGCSに加えて他の保険会社分も含まれています。

主要国の自然災害クレームの上位事故原因（金額ベース）

カナダ | 洪水 33%

オランダ | 暴風雨 43%

南アフリカ | 雹災 24%

スペイン | 雹災 46%米国 | ハリケーン・竜巻 40%

ドイツ | 洪水 66%

ブラジル | 洪水 79%

英国 | 暴風雨 64%

フランス | 洪水 39%

豪州 | 暴風雨 75%

イタリア | 暴風雨 58%

中国 | 洪水 23%

データ

グローバル: 自然災害クレームの上位事故原因（金額ベース）
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多くの国や地域でインフレ率が40年ぶりの

高水準に達しています



このような急激なインフレの影響は、短・中
期的には保険業界のほとんどの種目に及ぶで
しょう。特に財物保険や建設保険の請求は、
建て替えや修理が資材や人件費に連動するた
め、インフレ率の上昇に影響を受けます。
（北米の請求では、ウクライナ戦争前の2021

年末時点で既にインフレに伴う請求コストの
上昇が1桁台後半に達していました）。ウクラ
イナ戦争前の2021年末時点で、北米の保険金
請求では、インフレに伴う保険金請求コスト
の上昇が既に一桁台後半となっています）、
一方、資材の不足や納期の長期化は事業中断
コストを膨れ上がらせます。役員賠償責任、
専門職業人賠償責任、一般賠償責任などの他
の保険種目も、防御費用の上昇や示談金の増
加を通じてインフレ圧力の影響を受けやすく
なっています。結局のところ、インフレは
様々な角度からクレームをより深刻なものと
する圧力となり得ます。

パンデミック後のサプライチェーンのボトル
ネック、エネルギーや輸送コストの上昇、労
働力不足は、2022年初頭にはすでにインフ
レ率の上昇に寄与していました。現在、ウク
ライナ戦争は世界的なインフレ圧力とサプラ
イチェーン圧力をさらに傓り、エネルギー、
食料、建設資材など幅広い商品で価格ショッ
クを引き起こしています。2022年6月、ユー
ロ圏のインフレ率は1999年のユーロ通貨誕
生以来最高の年間水準を記録し、過去最高の
8.6%1に跳ね上がりました。米国では消費者
物価上昇率が9.1％と40年ぶりの高水準2に達
し、英国でも5月に9.1％となり、やはり40年
ぶりの高水準3となりました。
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注目すべきクレームの課題

インフレ圧力による
保険金支払額の上昇と
過少保険リスクの発生
パンデミックとウクライナ戦争による経済的な影響により、
企業保険の保険金支払額を押し上げる恐れのあるインフレ環
境が生まれ、被保険資産の過小評価という問題がはっきりと
クローズアップされるようになったのです。

1 ユーロスタット：ユーロ圏の年間インフレ率は最大8.6％（2022年7月13日）
2 ウォールストリートジャーナル、2022年7月13日、米国のインフレ率は40年間
3 ザ・ガーディアン,2022年6月22日、イギリスのインフレ率が 40年ぶりの高水準である9.1％に上昇
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インフレとサプライチェーンの圧力は、大災
害後の「需要急増」時に特に顕著で、国や地
域の資源が、大規模な嵐や山火事の後の修理
や建築資材の需要に対応するのに不十分な場
合に見られます。例えば、2021年12月に発生
したコロラド州の山火事による財物保険請求
は、大災害後の建築工事の増加により既に供
給不足となっていた建築資材の需要が地元で
急増したことにより膨れ上がりました。木材
の価格は、パンデミック前の約3倍となりまし
た。5

供給の途絶が
事業中断コストを直撃
世界的なサプライチェーンの混乱、出荷の遅
れ、労働力不足は、部品や材料を待つ時間の
長さにつながり、事業中断の保険金請求に影
響を与えています。

再建コストの高騰
サプライチェーンの混乱と物価上昇によ
り、財物保険と建設工事保険クレームにお
ける財物の交換および建て替え費用が上昇
しています。セメント、木材、鉄鋼などの
建設資材コストは劇的に上昇しています。
たとえば、評価会社John Foord4によれば
鋼材は1年前に比べて約50％価格上昇して
おり、アメリカ・イギリス・ドイツでのイ
ンフレ率は11％から25％程度となってい
ます。

「インフレは2022年に加速し、しかもそれ
はこれまでに見られなかったレベルです。
特に財物と建設工事保険の請求額上昇につ
ながり、損害査定をより難しくしているこ
とから引き続き注視しています。」とAGCS
財物損害・利益保険グローバルプラクティ
スグループ責任者のScott Inglisは言いま
す。

航空業界はインフレ圧力に直面しているもう1つのセクターです。

4 ジョンフォード、インフレと再建コストへの影響、2022年4月
5 保険ジャーナル、AMベスト、需要急増とインフレでコロラド州の山火事損失が増幅されると発表、2022年1月12日。

https://www.insurancejournal.com/news/west/2022/01/12/649053.htm
https://www.insurancejournal.com/news/west/2022/01/12/649053.htm
https://johnfoord.com/wp-content/uploads/2022/05/Inflation-and-Impact-on-Reinstatement-Costs-by-John-Foord.pdf
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新型コロナを原因とした中国での継続的な
シャットダウン、港の混雑、トラックドライ
バー不足により、配送や修理にかかる時間が
増加しています。大手輸送会社による出荷貨
物のターンアラウンドは、通常の50日6から最
大60日に上昇し、これは2019年当時よりも
20％多くのコンテナが「出荷中」であること
を意味し、世界の9000隻の現役コンテナ船の
20％は、現在混雑した港の外で交通渋滞に悩
まされています。また、船舶から降ろされた
コンテナがドックに滞留する期間は、パンデ
ミック前の平均2日に比べ、7日以上に増加し
ています。
ウクライナ紛争で深刻化した世界的なエネル
ギー危機も、中国での停電や肥料、紙、アル
ミなどエネルギー多消費型製品の一時的な生
産停止など、コストの上昇とサプライチェー
ンの混乱を招いています。例えば、欧州のガ
ス価格は1年前の5倍、ジェット燃料の価格は
120％7に達しています。国際通貨基金
（IMF）8によると、世界の大洋横断航路のコ
ンテナ輸送コストは2020年3月以降の18カ月
間で7倍になり、バルク商品の輸送コストはそ
れよりさらに急騰しています。

労働力不足による遅延と
コスト増
労働市場の偪迫も、高額クレームの深刻度を
高める要因となっています。「大退職」と表
現されるように、パンデミック後に需要が急
増したのと同じく、多くの労働者が転職や早
期退職をしたため、熟練労働者も非熟練労働
者も不足している状態です。米国トラック協
会（ATA）9 は、米国ではトラック運転手が8
万人不足していると推定しています。英国で
は、2022年第1四半期に史上初めて求人倍率
が失業率を上回りました。

労働者の獲得競争の激化と賃金の上昇は、修
理費だけでなく、訴訟対応のコストも押し上
げます。米国の法務サービスの年間インフレ
率は、2022年にすでに4%10に達しています。

法的防御費用は依然として重
要な懸念事項
賠償責任保険金についてもインフレが懸念さ
れており、米国ではすでに防御費用の上昇と
「社会的インフレ」が起きています。法的防
御コストの上昇は、役員賠償責任、専門職業
人賠償責任、製造物賠償責任などの賠償請求
額を膨らませ続けています。

航空業界におけるロータブルと修理問題

航空業界（ひいては航空機体保険）もまた、インフレとサプライチェーンの混
乱の影響を受けています。AGCSでは、ロータブル（航空機の部品で頻繁にロー
テーションが必要なもの）のサプライチェーン上の問題を経験しているお客様
が多数いらっしゃいます。修理工場の減少や競争の激化により、さらに供給が
制限されています。労働力不足により、かつては修理ができたはずのものが、
しばしば交換となることがあり、また、修理や交換の遅れは、最終的な請求の
大きさに影響を与える可能性があります。もう一つの顕著な傾向は、新しい航
空機の製造に（アルミニウムや合金に比べ）複合材料の使用が増加しているこ
とで、航空機の修理費用をさらに押し上げる要因となっています。

The aviation sector is another that is being challenged by inflationary pressures

6 ロイターの Hapag‑Lloyd CEOは2021年9月30日に運送業界はサプライチェーンの混乱の真っただ中にあると述べています。
7 国際航空運送協会、ジェット燃料価格モニター
8 国際通貨基金、輸送コストの高騰が世界の物価を上昇させる仕組み、2022年3月28日
9  BBC、8万人のトラック運転手不足に米国はどう対処するのか？2021年11月8日
10 1986年以降のリーガルサービス価格のインフレ率

https://www.in2013dollars.com/Legal-services/price-inflation


「米国のインフレ率は40年ぶりの高水準に達
しています。この影響はまだ現れていません
が、和解金の高額化や判決前の金利上昇な
ど、今後のD&O保険金請求に影響を与える可
能性があります。また、給与や時間単価の上
昇により、防御費用がさらに上昇する可能性が
あります」と、AGCSのコマーシャルD&Oお
よび金融機関向けクレームのグローバルプラ
クティスグループ共同責任者 Angela Sivilliは
述べています。

営利目的の訴訟資金供給者、人身事故に対す
る陪審員による裁定額の上昇、社会的な考え
方の変化などに後押しされた訴訟費用の増加
は、すでに米国で「社会的インフレ」を引き
起こし続け、一般賠償責任や労災請求の深刻度
を高める一因となっています。Swiss Re11

によると、米国における高額賠償金の平均額は
2010年から2019年の間に一般賠償責任訴訟で
26%上昇しました。

インフレにより注目される
過少保険
保険価額は、保険業界にとって喫緊の課題で
あり、2022年には被保険者との主要な論点と
なるでしょう。高いインフレ率により、企業
にとっては過少保険のリスク、保険会社に
とっては誤った価額が申告されるリスクが高
まるためです。保険金支払額と保険金支払限
度額は、ますます精査されることになりそう
です。「保険金支払額と保険金支払限度額
は、2022年にかけてますます重要になるで
しょう」と、AGCSのクレーム・パフォーマン
ス＆リエゾン部門のグローバル責任者 Philipp
Cremerは説明しています。高インフレ環境で
は、企業が資産の価値を定期的に確認し、買
い替えや事業中断コストへの影響を把握する
ことが重要だと、Cremerは指摘しています。

一部の国ではサプライチェーンの混乱やエネ
ルギーコストの上昇、労働力の変化によっ
て、インフレがここ40年で見られなかった水

準に達しています。マクロ経済の変動要因は
数多く存在し、貨幣的なインフレを助長し、
損害保険の請求額を増加させる要因となって
います」Cremerは言います。

企業が資産、再調達価格、事業中断のエクス
ポージャーの正確な評価維持を怠ると、保険
が不足する可能性が高くなります。被保険財
物の評価額が低ければ、企業は価格の上昇や
再調達コストを下回る保険に加入することに
つながってしまいます。

正確な価額の申告が重要

したがって、保険加入時に企業が申告する評
価額（申告価額）の正確性と適時性が極めて
重要です。高インフレの環境下で、大規模ロ
スがますます複雑化する中、保険会社は、復
旧コストを正しく反映していない申告価格に
依存することで、エクスポージャーの価格を
過小評価するリスクもはらんでいます。

保険マーケットでは既に、被保険者の申告価
格と保険会社が支払った再調達価格との間に
大きな開きがあるクレームがすでに数多く発
生しています。例えば、2021年のコロラド州
の山火事で焼失した商業施設の保険金請求で
は、インフレ、需要急増、過少保険が重な
り、再建築価格は申告価額のほぼ2倍となり
ました。一方、海上保険の請求においても、
実際の船舶の価値が申告額より50％高くなる
ケースも見られました。
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11 Swiss Re, アメリカの訴訟資金調達と社会的インフレ:上昇する賠償責任保険コスト



「保険会社は、価格設定の時点で価値の上昇
を確実にとらえなければなりません」と
Cremerは述べています。

また、保険マーケットでは、資産価値が更新
されない場合、過小評価のリスクに対処する
特定の条項を文言にすべきかどうかという議
論も行われています。

「AGCSは、顧客やブローカーと協力して、
更新までの間に資産価値を更新し、顧客が目
的に合った適切な補償を付保できるよう、適
切な価格設定と財務的なモニタリングを受け
られるようにします。誰も損害が発生した後
で、過少保険に関す る論争を起こしたくはな
いでしょう。最初に正しい価額を確認した上
で、適切な保険料を請求する方が、すべての
当事者にとって遥かに良いことです」と
Cremerは述べています。

過少保険と被保険資産の
過小評価は重要性を増し
ているトピックです

30
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企業は資産、再調達価格、事業中断によ
るエクスポージャーについて、正確に評
価し続ける必要があります。
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注視すべきクレームの課題

ウクライナ侵攻: 対処可能では
あるものの不確実な保険請求の動向
人的な悲劇以外では、ウクライナでの戦争は甚大ではある
ものの、世界の保険業界としては対処可能な被害になると
考えられます。しかし、航空保険などの専門分野は、今後
どのように保険金請求が展開されるかについて、大きな不
確実性を有するため、極端に大きな被害を受ける可能性
もあります。

戦争による保険損害の推定は困難
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ウクライナでの戦争による被害は、近代にお
ける最大の人的被害になる可能性があります
が、保険業界全体が被る被害は予想が困難で
す。Property Claims Services（PCS）は戦争
による被害は２００億ドル12を超えると予測
し、格付会社のスタンダード＆プアーズは３
５０億ドル13と予測しています。

AGCSには、2022年5月上旬までに約12件の事
故通知がありましたが、「戦争は続いている
ためこれは現時点における瞬間的な数値に過
ぎません」、とチーフ・クレーム・オフィ
サーのThomas Seppは説明します。「しか
し、新型コロナ感染で起こったような多くの
保険事故の発生に繋がるとは考えていませ
ん。ウクライナでの戦争による人的被害や財
物被害は甚大ですが、企業向け保険会社とし
ての当社のリスクは限定的です。」

航空保険と政治的リスクが主導
する業界の被害
紛争に関する最大のリスクは航空保険で、特
にリース航空会社向けの「レサー・コンティ
ンジェント・オールリスク貸主偶発的オール
リスク（貸主偶発的オールリスク）」や「コ
ンティンジェント・ウォー（偶発的戦争）」
などの特別戦争カバーが挙げられます。紛争
前にロシアにリースされた約500機中400機14

の商用航空機(約100億ドル相当)が2022年5月
上旬にロシアに留め置かれています。4月にエ
ア・リース社15はロシアにリースされて留め置
かれている８億200万ドル相当の航空機を償却
し、その損害を保険会社へ請求すると述べて
います。
航空機リース会社から保険会社へ事故は通知さ
れていますが、前例がなく約款や法律の解釈は
複雑で、解決までには時間がかかる可能性があ
ります。AGCSはこのニッチマーケットから数
年前に撤退しているためリスクは限定的となっ
ています。潜在的な保険事故は主にロイズとグ
ローバル再保険市場に影響を与えるでしょう。
保険業界は、潜在的なリスク・政治的な被害を
カバーする支払いや商用運航への影響で船舶・
貨物保険で多くの支払われる可能性がありま
す。

D＆O、サイバー、CBIに関する
将来的なクレームシナリオ
紛争はD＆Oなど他の保険にも影響を与えるで
しょう。ロシアの財産を償却した企業は後日
投資家からの請求に直面する可能性があり、
紛争の影響により、制裁、情報開示、金融市
場の変動など、リスク環境が激化することに
なります。近年活動が高まっているサイバー
保険市場では、紛争がサイバー領域へ広がれ
ば今後さらにクレームが増える可能性があり
ますが、この脅威はまだ現実のものにはなっ
ていません。

12 再保険ニュース、ウクライナ紛争産業の損失は200億ドル超の可能性：PCS、2022年4月18日
13 ロイター、S&Pグローバルは、ロシア・ウクライナの保険損害が350億ドルに達する可能性があると発表、2022年3月31日
14 ロイター、モスクワ、すべての外国製リース航空機をロシアに残すと発表、2022年3月31日
15 米国証券取引委員会提出資料、2022年4月19日

https://www.reuters.com/business/aerospace-defense/russia-give-12-billion-help-domestic-airlines-flights-2022-03-31/
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間接的には、ウクライナ戦争がエネルギー価格の高騰を招き、イ
ンフレ率をさらに上昇させることとなりました。

火災や洪水などによる財物損害に起因する場
合、ウクライナの紛争による構外利益損失
（偶発的事業中断、CBI)の保険請求が増える
可能性があります。世界の多くの企業はウク
ライナに工場やサプライヤーを構えていた
り、ロシアとウクライナからの原料に依存し
ています。戦争初期にウクライナの自動車部
品工場が閉じられた際、複数の自動車メー
カーは一時的に生産を停止しました。また、
食品メーカーは世界最大のひまわり油の生産
国であるウクライナ以外からの代替原料を見
つけなければならない事態となっています。

ウクライナの紛争は、間接的にエネルギー価
格高騰の原因となりインフレーションを引き
起こし、火災保険での財物損害の修理費用や
事業中断損失が高額化するなどの影響を与え
ました。例えば、値上がりした原油代金はエ
ネルギー分野における事業中断クレームの損
害額を高めることになります。

再保険会社と
専門保険市場への影響
損害総額は100億ドルから350億ドルと推定さ
れ、この紛争は最も影響を受ける業界にとっ
ては重大であるものの、保険業界にとっては
対処可能な事象と考えられます。

PCSによると、航空保険分野の損害は現在70
億ドルから100億ドルと推定され、同保険分野

の損害としては史上最大となるでしょう。海
上保険分野では約50億ドル、エネルギー保険
分野では約20億ドルで、風力発電所だけでも8
億5000万ドルの損害が発生する可能性がある

と見られています。



「現時点の予測では、ウクライナの紛争による
損害は中程度の自然災害と同じレベルと考えら
れるが、航空保険などの専門的な保険市場では
大きな損害となる可能性があります。しかし保
険業界全体としては対処可能な損害で、元受保
険市場よりも再保険市場に影響があると考えら
れます。」とAGCSのクレーム・パフォーマン
ス＆リエゾン部門のグローバル責任者Philipp 
Cremerは述べています。

戦争免責がリスクを限定的に
保険会社の紛争に対するエクスポージャー
は、ほとんどの損害保険契約で標準的に規定
されている戦争免責条項によって制限されて
います。戦争保険が提供されている場合（通
常は航空・船舶リスク）においても、AGCSは
戦争勃発と同時にこのカバーを取りやめまし
た。これは、業界の一般的な慣行に従うもの
であると同時に、被保険者は戦争地域での航
空機飛行や船舶運航を停止するであろうこと
を考慮しています。政治的リスクにおける戦
争カバーの場合でも、サブリミットと保険期
間中の合計保険金額により、リスクが制限さ
れています。

クレームは複雑で予測困難
ウクライナという事故発生地の特性や事故の
複雑性から、戦争に関連する事故の対応は困
難です。鑑定人はウクライナの事故現場を訪
問できないため、AGCSは公表されている衛星
写真や遠隔操作による損害評価ツールを活用
しています。個々の保険事故はそれぞれの特
性に応じて評価し、戦争免責、経済制裁条項
などを含む約款文言に沿って解決していま
す。年間約14万件の事故を扱うAGCSでは、
ロシアの個人や企業に関連する多くの保険事
故を扱っていますが、国際的経済制裁により
保険金支払は現在禁止されています。

紛争の期間と結果も保険損害に影響を与える
重要な要素で す。潜在的なエクスポージャー
を持つ多くの保険がリスクとして残ってお
り、クレームが通知されても、損失はまだ顕
在化していないかもしれません。長期的に
は、保険会社は物的損害や事業中断につい
て、戦争に直接あるいは間接的に関連したさ
らなるクレームを受ける可能性があります。

例えば、5 月時点で 100 隻16以上の船舶がウ
クライナの港に取り残されており、その多く
は乗組員がいない状態でした。紛争に関連し
た物理的な損害に加え、座礁、衝突、機械の
故障など、メンテナンスや乗組員の不足が要
因で、取り残された船舶が損害を受ける可能
性があります。また、保険約款によっては、
いつまでも拘留されている船舶が全損と見な
される可能性もあり得ます。

「戦争に起因する事故の協定に最低でも数ケ
月を要することは、保険業界に新たな問題を
提起することになるでしょう」とSeppは結
論付けています。
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戦争に関連する保険金請求の
対応は、ウクライナの現地の
状況を考えると困難です

16 ISWAN, ウクライナの港で立ち往生している船舶に500人の船員が閉じ込められたまま、3月以降1500人が避難、2022年5月6日
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「パンデミックに関連した事業中断クレーム
はすでに10億ポンドが支払われましたが、英
国やその他の国でいくつもの重要な訴訟が行
われているため、この問題はまだ継続中で
す。来年以降も新たな請求が発生する可能性
もあります」とCremerは述べています。

ファイナンシャルラインで
高まるリスク
一般賠償責任保険や労働者災害補償保険にお
ける新型コロナ感染症に関する賠償請求は、
これまでのところ限定的ではありますが、歴
史的にそのような請求が表面化するまでに数
年かかるといわれています。しかし、パンデ
ミック後の経済環境は、役員賠償責任保険
（D&O）および専門職業人賠償責任保険のリ
スクを高めています。

AGCSのコマーシャルD&Oおよび金融機関向け
クレームのグローバル・プラクティス・グ
ループ共同責任者David Ackermanは、「確か
に新型コロナに関するクレームや状況の報告
は受けていますが、ファイナンシャルライン
については、まだ大きな影響を与えるには
至っていません」と述べています。「しか
し、パンデミックの進行に伴い、新型コロナ
の影響も変化していくでしょう。新型コロナ
は、企業の倒産から医薬品開発、サプライ
チェーンの混乱、インフレ圧力に至るまで、
あらゆるものに影響を及ぼし、経済環境の変
化と密接に関連する問題になっています。私
たちは、ファイナンシャルラインの保険にお
いて、常に変化するリスク環境に対処しなけ
ればなりません。」

保険ブローカーのHowdenによると、新型コロ
ナによる保険業界の損失は、現在までに約440
億ドル17と推定されており、このパンデミック
は、ハリケーン・カトリーナ、9.11テロに次い
で3番目に大きな災害となっています。但し、
規模は大きいものの、当初の見込額である
1000億ドルをはるかに下回る数字となってい
ます。

「パンデミックは、保険業界にとっても、映
画・エンターテインメント分野の大手保険会社
であるAGCSにとっても、重大な出来事でし
た。基本的に、世界中で発行されている映画、
プロダクション、ライブイベントの保険は、す
べてパンデミックによって発動しました」
と、AGCSのクレームパフォーマンス＆リエゾ
ン部門責任者の Philipp Cremerは述べていま
す。

事業中断クレームを巡る
状況変化
新型コロナ感染症関連の請求の大部分は、興
行中止保険と、ロックダウンの影響を受けた
企業からの事業中断に関する請求でした。ま
た、事業中断保険（利益保険）に関連して、
保険ブローカーを含むアドバイザーに対する
専門職業人賠償請求も少数ながらありまし
た。

新型コロナによる事業中断クレームは、英
国、オーストラリア、南アフリカをはじめと
するいくつかの国で、保険約款の解釈や裁判
の判断の対象となっています。

注目すべきクレームの課題

新型コロナによる損害は落ち着くものの、
長引くパンデミックの影響
このパンデミックは、保険業界にとってかつてないほどに高額
で複雑な損害となり、 その影響は今も続いています。

17 ロイター、Covid‑19の損失額は440億ドル、保険会社にとって3番目に大きな災害コスト‑ハウデン、2022年1月4日。
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D&Oの請求件数は、通常、金融市場が不安定
な時期に増加するとAckermanは説明します。
インフレと金利上昇にウクライナ戦争が加わ
り、市場では不安定化の兆しが見られ、最近
ではハイテク株、SPAC（特別目的買収会
社）、暗号通貨の価値が下落しています。ナ
スダック取引所の大手ハイテク企業100社の
NDXT指数は、昨年1811月のピーク時から3分
の1減少し、大型SPACの取引額を示す指数19は
今年に入って52％減少しています。

Ackermanは次のように述べています。「ハイ
テク株に大きな動きがあり、過去30年間、こ
れほどまでにインフレが高まったことはありま
せんでした。「これが保険金請求の動向にどの
ような影響を与えるかは分かりませんが、特に
投資マネージャーに関して、金融機関に対する
賠償請求や専門職業人賠償請求が増加する可能
性があると見ています。しかし、現段階では、
インフレがどの程度持続するか、またファイナ
ンシャルラインのクレーム動向にどの程度影響
を与えるかはわかりません。

続く波及効果
パンデミックは、最終的に保険金請求に影響を
与える連鎖的な影響を及ぼしており、特に顕著
なのが高インフレとサプライチェーンの混乱で
す。AGCSのプロパティ＆事業中断クレームの
グローバル・プラクティス・グループ責任者
Scott Inglisによると、サプライチェーンの混
乱、新型コロナによるロックダウン後の特定の
材料や部品の需要急増が、財物クレームのコス
ト上昇にの要因となっているとのことです。材
料や部品の不足や供給の遅れは、復旧期間の長
期化や事業中断を招いています。

中国における新型コロナ感染症関連の操業停
止や混乱は、サプライチェーンや出荷日に遅
れを生じさせ続けています。主要都市での計
画的なロックダウンや工場閉鎖、港湾の利用
制限、トラック運転手の不足により、中国の
輸出の伸び20は急激に低下しています。海運分
析会社のウィンドワード社21によると、2022
年4月中旬、上海の港の外で待機していた船舶
は506隻で、2月のほぼ2倍でした。

新型コロナは労働市場にも影響を与え、多くの
人が転職や早期退職をしたり、これまでとは異
なるワークライフバランスを求めたりしていま
す。保険業界もこのような変化と無縁ではな
く、クレーム業務を含む、熟練した経験豊富な
リスク専門職の獲得競争が激しくなっていま
す。

「保険市場が低迷している間、保険業界では
人材への投資が減少し、従業員数も減少しま
したが、現在は、保険市場の成長と新規参入
によって、熟練したエキスパートの獲得競争
が激化しています。柔軟な働き方が可能に
なったことで、保険会社にとっては、社員の
大部分がリモートで勤務するクレーム部門を
含め、採用の新しい機会が生まれていま
す。」とCremerは説明します。

「保険金支払業務のプロフェッショナルをめ
ぐる競争の激化により、潜在的な人材確保の
危機が迫っています。将来的な人材不足は、
クレームのコストとサービスを圧迫する可能
性があります」とInglisは付け加えます。

パンデミックは、インフレの高まりやサプライチェーンの混乱など、最終的に保険金請求に影響を与える連鎖的な影響を及ぼしています。

18 エコノミスト誌、テクノロジーバブルはあちこちで崩壊している、2022年5月14日
19 エコノミスト誌、SPACは数十億円を調達。合併が枯渇する中、その資金を追う、2022年5月19日
20 ロイター、中国の輸出の伸びが2年ぶりの低水準に、ウイルス対策で工場が打撃、2022年5月9日
21 エコノミスト誌、中国の異常な輸出ブームが終焉を迎える、2022年5月14日

https://www.economist.com/business/2022/05/14/tech-bubbles-are-bursting-all-over-the-place
https://www.economist.com/business/2022/05/19/spacs-raised-billions-as-mergers-dry-up-we-follow-the-money
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気候変動に関する訴訟が増加
気候変動に関連する訴訟は増加傾向にあり、
今後数年のうちに、企業やその役員が負う賠
償責任の重要な要因となる可能性がありま
す。D&O保険市場では、すでに気候変動に関
連する請求が発生しています。例えば、2018
年に発生したカリフォルニア州の山火事は、
気候変動に関連する証券集団訴訟につながり
ました。企業は、会社の方針に影響を与えよ
うとする物言う株主からの訴訟や、過去の公
害に関連する損害賠償請求に直面することが
増えています。

政府や市民が企業に対して、より良い方向
への転換を求める圧力をかけることによっ
て、ESG関連リスクは増加しています。気候
変動はすでに取締役会の最重要課題となって
おり、企業は、より厳しい気候や低炭素経済
への移行による物理的・法的リスクの数々に
直面しています。しかし、多様性や包括性、
地域社会やサプライチェーンに対する組織の
影響など、社会的な課題もまた、ますます重
要な課題となっています。

注目すべきクレームの課題

将来的な賠償責任損害の要因として
高まるESGリスク
環境・社会・ガバナンス（ESG）および持続可能性の問題をめ
ぐる保険金請求の動きが活発化しています。

気候変動は、今や取締役会の最重要課題に。
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昨年あった画期的なケースとしては、環境保護
団体が、エネルギー企業の化石燃料活動が将来
世代の人権を脅かすと主張したため、オランダ
の裁判所は、ロイヤル・ダッチ・シェルに対し
て、2030年までに22排出量を45%削減するよう
命じました （シェルはこの判決を不服として控
訴しています）。ロンドンのグランサム研究所
23「気候変動と環境」によると、これまでに世
界中で約2,000件の気候変動関連の訴訟が提起
されており、そのうち約半数は過去7年間に提
起されたものとされています。

ESGクレームに備える
E&O保険者
もう一つの潜在的なリスクは、「グリーン
ウォッシュ」または「クライメートウォッ
シュ」訴訟で、企業が根拠のないまたは誤解
を招くようなESGに関する主張を行った、もし
くはネットゼロのコミットメントと行動が一
致していない等として投資家から訴えられる
ことです。ESGや気候変動に関する報告義務の
増加、地球温暖化に対する社会や投資家の意
識の変化に伴い、企業やその役員は気候関連
の情報開示や信認義務違反による責任追及に
直面することになるでしょう。
2022年5月、環境保護運動団体が「グリーン
ウォッシング」広告をめぐりオランダの航空
会社を訴えると発言し、KLMオランダ航空は
大きな話題となりました。ClientEarth社の弁
護士は、オランダの活動団体Fossielvrij NLを
支援し、KLMの広告キャンペーンが、フライ
トの持続可能性と気候24負荷に対処する計画に
ついて、誤った印象を与えているとして提訴
しています。
欧米で提案されているESG報告要件が導入され
れば、組織が環境や社会に与える影響につい
て取締役の責任を追及することが容易になる
とともに、報告や開示のレベルが一段と高ま
ることになります。
「D&Oやその他のファイナンシャル・ライン
では、ESGに関するクレームが増加していま
す」と、AGCSのコマーシャルD&Oおよび金融
機関クレーム担当グローバルプラクティスグ
ループ共同責任者David Ackermanは説明して
います。「例えば、米国や欧州では、報告義
務を含む環境規制や生物多様性規制が強化さ
れています。これはまだ大きな損害にはつな
がっていませんが、将来的にそうなる可能性
は十分にあります」。

ESGは、将来的に賠償責任の主要な原因となる
可能性が高いとAckermanは述べます。「特に
社会問題に関しては、将来的にクレームが発
生する可能性のある問題、動向、傾向を予測
することは常に困難ですが、ファイナンシャ
ルラインとD&Oについては、ESG関連のク
レームがより頻繁に発生すると予想されま
す。私たちは、ESGリスクの分析とモニタリン
グを行い、それらがどのように進化し、重大
性に結びつくかを正確に理解することに注力
しています。」

AGCSのコマーシャルD&Oおよび金融機関ク
レーム担当グローバルプラクティスグループ
共同責任者Angela Sivilliは、「ESG による
D&O エクスポージャーは増え続けています」
と述べます。「若い世代は、企業が化石燃料
や炭素を大量に消費する事業への投資を続け
ることを許さず、グリーンウォッシュに対す
る非難も含め、気候変動に関連する企業や役
員の行動の責任を追及していくことでしょ
う。ESGの焦点は現在、気候変動と取締役の多
様性ですが、将来的には、生物多様性、持続
可能性、組織が社会に与える幅広い影響な
ど、多くの潜在的なテーマが存在します。

環境要因が生み出す
製造物賠償責任
AGCSの損害賠償クレームグローバルプラク
ティスグループ責任者Birgit Vosperによれ
ば、環境要因は製造物責任や建設クレームに
も影響を及ぼし始めています。異常気象や予
測不可能な気象の季節変動は、気候変動の影
響が強まるにつれて、建築設計や材料の品質
や性能に影響を与える可能性があります。
AGCSは、変化する環境条件下で製品が期待さ
れる性能を満たさないというクレームに数多
く関わってきました。例えば、高速鉄道の窓
に使用されている接着剤が紫外線の影響を受
けたという大規模なクレームや、極端な温度
や季節外れの温度で性能を発揮できなかった
建築物の被覆材や塗装仕上げに関するクレー
ムが発生しています。

22 ガーディアン紙、裁判所はロイヤル・ダッチ・シェルに2030年までに炭素排出量を45％削減するよう命令、2021年5月26日
23 ロンドン大学経済政治学院／グランサム研究所 気候変動と環境、気候変動に関する世界動向 訴訟：2021年スナップショット
24 ガーディアン紙、気候団体、オランダの航空会社KLMを「グリーンウォッシング」広告で提訴、2022年5月24日
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新型コロナによるロックダウン中、シン
ガポール港への入港を待つ多くの船
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AGCSのプロパティ＆事業中断クレームのグローバル・
プラクティス・グループ責任者Scott Inglisによると、偶
発的事業中断（CBI）クレームは昨年、新しいレベルに
達し、その数は近年をはるかに上回っているとのことで
す。

この急激な増加は、企業のサプライチェーンが相互依存
と複雑さを増していることを示しており、パンデミック
関連の混乱、異常気象、さらに最近ではウクライナ戦争
が重なったことで打撃を受けました。

例えば、2021年2月に米国で発生した「テキサス大凍
害」は、広範囲な停電により多くの企業が一時的な操業
停止を余儀なくされ、インフラに大きな混乱をもたらし
ました。また、冬の嵐「ウリ」による記録的な寒波は、
水、輸送、医療サービスなど、電力に依存する企業や
サービスに連鎖的な影響を及ぼしました。この嵐による
経済損失は最大で1,500億ドル25 と推定され、ウリによ
る保険損害は全国で150億ドル26に上りました。

その後、1ヵ月も経たないうちに、日本の半導体工場で
火災が発生、マイクロプロセッサの世界的な供給不足
に拍車がかかり、グローバルサプライチェーンに波及
し、自動車やエレクトロニクス産業の生産に打撃を与
えました。自動車産業は、重要な部品供給国であるウ
クライナでの紛争によるサプライチェーン問題に再び
見舞われました。

グローバルなサプライチェーンが不透明で複雑なエクス
ポージャーを生み出しており、多くの企業が材料、部
品、サービスを少数の主要サプライヤーに依存している
と、イングリスは説明します。サプライチェーンの相互
連携により、CBIのエクスポージャーはより大きくな
り、時には10億ドル以上という莫大なインパクトを様々
な業界に与える可能性があります。

火災、自然災害、サイバー攻撃、紛争は、中国の製造工
場や港の閉鎖、出荷の遅れ、労働力不足など、パンデ
ミックによるサプライチェーンへの既存の負担に拍車を
かけています。特に「テキサス大凍害」は、最初の停電
の後、企業が生産を再開するまでに数ヶ月を要したた
め、AGCSが関与した多くの大規模なCBIクレームにつな
がりました。

この出来事によるクレームと半導体製造業での高額ロス
は、過去3年間のCBIのクレーム件数の3倍以上になりま
した。CBIのクレーム全体では、過去5年間、前年同期比
で件数を増やしています。

「企業界は今や相互に関連し合い、複雑化しており、企
業は商品、サービス、インフラを相互に依存していま
す」とInglisは述べています。「アンダーライターは、
企業の流通やバリューチェーンにおけるエクスポー
ジャーの蓄積や、混乱による影響、それを軽減するため
の行動などを理解する必要があります」。

注目すべきクレームの課題

寸断されたグローバルサプライチェーンにより
増加する構外利益保険（CBI)クレーム
2021年は、世界のサプライチェーンが暴風雨、火災、パンデミックに見舞わ
れたため、構外利益保険（偶発的事業中断（CBI））クレームの年となりま
した。

25 アキュウェザー、2月の冬の嵐による被害額は1550億ドルにも上る可能性、2021年3月6日
26 スイス再保険、2021年の世界の保険大災害損失は1120億米ドルに増加、過去4番目の高水準、スイス再保険研究所の推計、12月14日
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サイバー保険のクレームは、ランサムウェア攻撃などの
脅威の増加に加え、サイバー保険の普及もあり、近年大
幅に増加しています。AGCSでは、2016年には100件未
満であったサイバー保険金請求が、過去2年間は年間
1,000件以上発生しています。AGCSのグローバル・プラ
クティス・グループのサイバー・クレーム担当責任者
Joerg Ahrensによると、サイバー・クレームの頻度は、
高水準ではあるものの、安定し始めたとのことです。

このことは、今年のアリアンツ・リスク・バロメーター
調査でも認識されており、世界中の2,600人以上のリス
クマネジメントのエキスパートによって、サイバーは企
業にとって最大の脅威と位置づけられています。ベライ
ゾン ビジネス 2022 データ侵害調査報告書27によると、
ランサムウェアはこのカテゴリの中で回答者が最も懸念
する脅威として強調されており、前年比で13%増加し、
過去5年間の合計よりも大きく跳ね上がりました。ラン
サムウェアの傾向として、ランサムウェアの攻撃が実は
データを盗むための手段であるという二重の強奪が注目
されるようになりました。要するに、企業は同じインシ
デントから2度攻撃を受ける可能性があるのです。

多くの企業にとって、この数年間はサプライチェーン問
題に悩まされており、この傾向はサイバーセキュリテ 
ィの分野にも反映されています。ベライゾンのレポー
トによると、システム侵入インシデントの60%以上が企
業のパートナーを経由して発生しています。

マーシュとマイクロソフト28が 1,000 人以上の回答者を
対象に行った最新の年次グローバルサイバーリスク調査
によると、企業はサイバーセキュリティ対策を行ってい
ても、ベンダーやデジタルサプライチェーンを見落とす
ことが多く、ベンダーやサプライチェーンのリスク評価
を行ったことがあると答えたのはわずか 43%にとどまり
ました。このような見落としは、特に大企業とそのデジ
タルサプライチェーンが標的となった場合に、事業中断
損失が拡大する可能性があることを意味します。

「近年、サプライチェーンに関するサイバー攻撃が多発
しています（AGCSへの大きな損害賠償請求には至って
いませんが）」とAhrensは述べています。「信頼できる
パートナーを危険にさらしてしまうリスクは、サイバー
犯罪者の強力な武器となり、多くの企業がデジタルサプ
ライチェーンの安全確保という難題に直面していること
を浮き彫りにしています。AGCSは、お客様と協力し
て、これらの脅威やその他の巨大なサイバー脅威に対応
するために必要なリソースを準備し、投資してきまし
た」。

企業がサイバー攻撃に対して、攻撃防御技術に自ら投資
する代わりに、保険に加入する時代は終わりました。こ
の二つは両方取り組まなければならないのです。

「また、過去12ヶ月間、当社の顧客や一般的な市場で
は、現在存在するリスクの高まりから、企業のサイバー
成熟度レベルを向上させるために多くの投資が行われて
います」とAhrensは述べています。「企業は、災害復旧
計画について考え、その計画をテストし、さらに定期的
にテストする必要があります。最終的に、サイバー成熟
度が高ければ、結果としてより良いサイバー保険を購入
でき、保険会社と被保険者のパートナーシップが真価を
発揮することになるのです」。
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注目すべきクレームの課題

サイバークレーム は
安定化するも高止まり
ランサムウェアやサプライチェーンの攻撃による脅威が続いていることから、サイ
バー保険のクレームは依然として高い水準にありますが、サイバーセキュリティと
復旧対策の改善によって損失を抑えられるという明るい兆候もあります。

27  ベライゾン、ランサムウェアの脅威が上昇。ベライゾン2022年データ侵害調査報告書、2022年5月２４日
28 マーシュとマイクロソフトのサイバーリスクに関する調査は、主要な傾向を取り上げています。

https://www.verizon.com/about/news/ransomware-threat-rises-verizon-2022-data-breach-investigations-report
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企業は災害復旧計画に優先順位をつける必要があります
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D&Oの保険金請求は、当面、いくつかの傾向に
よって上昇を続けると思われます。
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歴史的に米国の証券集団訴訟は役員賠償責任（D&O）保
険金請求の主要な要素でしたが、合併に反対する訴訟が
減ったことから2021年は世界的に件数が減少し、2017
年から2019年にかけて見られた高水準を大きく下回る
結果となりました。しかし、いくつかの傾向から、当面
の間、D&O保険金請求は高止まりするものと思われま
す。

2021年の減少にもかかわらず、証券集団訴訟の件数は
依然として過去の水準を上回っており、集団訴訟の和解
額も上昇の兆しを見せています。また、中国やサウジア
ラビアなど、集団訴訟を認める国・地域も増えていま
す。白地小切手会社とも呼ばれる特別目的取得会社
（SPAC）の増加も、D&O市場に多くの損失をもたらし
ています。調査会社のオーディット・アナリティクス29

によると、2020年から2021年にかけてSPACと合併した
少なくとも25社が、ここ数カ月でいわゆるゴーイン
グ・コンサーン（継続企業の前提への疑義）を明らかに
しています。

AGCSのコマーシャルD&Oおよび金融機関クレーム担当グ
ローバルプラクティスグループ共同責任者Angela Sivilliに
よると、株主代表訴訟の和解金の増加、防御コストの上
昇がD&Oクレームのコストを押し上げる2つの顕著な傾
向とのことです。

「クレームの深刻度は上がっています。例えば、株主代
表訴訟では、通常、少額の和解金や取締役会の変更な
ど、企業としての改善策を講じるに留まっていました
が、現在では、数億ドルの和解金を支払うケースも見ら
れます。また、仲裁に入った案件の和解金も大きくなっ
ています」とSiviliは述べています。

AGCSのコマーシャルD&Oおよび金融機関クレーム担当グ
ローバルプラクティスグループ共同責任者David
Ackermanは、訴訟リスクは引き続きD&Oにおける最大の
懸念事項であるとしています。過去2年半の間に、原告団
は非米国企業の株主を代表してニューヨーク州裁判所に
10件以上の株主代表訴訟を提起しており、非米国企業の
取締役や役員の米国での訴訟リスクが高まっていること
が指摘されています。最近、これらの訴訟のうち2件が棄
却されたことで、この傾向に歯止めがかかると思われま
すが、これらの訴訟の1件を棄却した同じ判事が、非米国
企業に関する別の株主代表訴訟の棄却請求を却下してい
ます。少なくとも、このリスクには注意が必要である、
とAckermanは指摘しています。

訴訟・防御コストは上昇を続けており、この傾向は給与
や 報酬へのインフレ圧力で加速することは間違いないで
しょう。AMベスト30によると、D&O保険者の防御コスト
は2019年に39%、2020年に14%増加し、2021年には4%に
減少しましたが、これはパンデミック時の裁判の遅れを
反映した可能性があるとされています。

「弁護士報酬は上がり続けており、大手事務所では1時間
当たりの報酬が大きく上昇しています。わずか5年前には
1,000ドルだったパートナー弁護士の報酬は、1時間あた
り1,800ドルに達することもあります。米国のインフレ率
は8％を超えており、弁護士費用はさらに上昇する可能性
があります」とSiviliは述べています。

D&Oのロスは、いわゆる「出来事主導（イベント・ドリ
ブン）」型のクレームが大半を占めていますが、会計問
題や倒産は依然として多くのクレームの重要な要素と
なっています。近年は、自然災害、新型コロナのパンデ
ミック、航空機事故、排出ガスに関する不祥事、サイ
バー攻撃、製造物責任など、さまざまな事象から多額の
D&O保険金請求が発生するようになりました。「ほとん
どすべてのD&Oクレームは、イベント（出来事）やM&A
に引き起こされています。」とSiviliは言います。

注目すべきクレームの課題

増え続ける争訟費用と
株主代表訴訟和解額
インフレ圧力やより深刻な株主代表訴訟などが、D&O
保険の保険金請求を増加させる要因となっています。

29 ウォールストリート・ジャーナル紙、SPACは破綻する可能性があると警告している、2022年5月27日
30 AMベスト、ベストの特別レポート。米国役員保険市場、2014年以来最高の業績を記録、2022年5月9日付
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AGCSの損害賠償クレームグローバルプラク
ティスグループ責任者Birgit Vosperは、電子
機器や自動車製造における工業用接着剤の使
用増加により、製造物責任やリコール請求の
金額が顕著に上昇していると指摘していま
す。近年、部品の接着に接着剤を使用する
ケースが著しく増加し、修理がより複雑で高
価になり、しばしばユニット全体またはその
周辺部品の交換を余儀なくされています。

「より多くのメーカーが糊や工業用接着剤の
使用に回帰しているため、過去18ヶ月の間に
修理費用が大幅に増加していることに気づき
ました。接着剤の使用により、少なくとも
25％以上高くなる修理もあります」とVosper
は言います。

また、アジアの一部地域で生産された製品に
関連する品質問題によって、建設関連の賠償
請求の金額が上昇しています。特に、中国製
鋼材が地域の品質基準を満たせなかったこと
が原因で、多くの建設プロジェクトが遅延し
ています。中国の製品メーカーに対する訴訟
や代位求償は成功させるのが難しいため、企
業や保険会社が品質問題のコストを負担しな
ければならないことが多いのです。

「生産地はクレームコストに大きな影響を与
える可能性があります」とVosperは述べてい
ます。「最近、ドイツの3億ユーロのインフラ
建設プロジェクトで、中国のサプライヤーか
ら供給された鋼材が目的に適さないというク
レームが発生しました。このような問題は、
ますます頻繁に見られるようになっていま
す」。
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注目すべきクレームの課題

損害賠償クレームのコストを引
き上げる接着剤と品質問題
最新の製造方法と品質問題が、ある種の損害賠償クレームの金
額を押し上げています。AGCSの分析によると、欠陥製品は、
過去5年間の企業保険請求の中で最も高額な事故原因の一つと
なっています。
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電子機器や自動車製造における工業用
接着剤の使用拡大が、製造物責任やリ
コールクレームのコスト上昇を招いて
います
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より革新的なデザイン、新素
材、新工法により、多額の賠
償請求が生じる土壌が形成さ
れつつあります。
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より革新的な設計、新素材、新工法は、建築家、エン
ジニア、デベロッパー、建設会社に対する大規模な賠
償請求が発生する土壌を作り出しています。大規模で
複雑な建設プロジェクトでは、水源・環境エンジニ
ア、地質学者、冶金学者、設計建築家など、各分野の
技術的専門知識を提供する外部の専門家の意見に頼る
ことが多くなっています。しかし、データ、統計的工
程管理、詳細設計、性能評価における誤り、あるいは
単なる誤ったアドバイスが、修正困難でコストのかか
る問題を引き起こしています。

AGCSや他の保険会社は、プロジェクトベースの保険契
約と年間契約の両方で、大規模な建設関連の専門職業
人賠償責任クレームの頻度と重大性が増加しているこ
とについて、AGCSの専門職業人賠償責任クレームのグ
ローバルプラクティスグループ責任者 Diego Assefは
次のように説明しています。

「新技術、材料、革新的な建築設計が限界を超えるよ
うな複雑なプロジェクトでは、専門家や建設会社に対
する設計業務や工事監理について、極めて複雑で大規
模なクレームが発生しています。特に、高速道路の設
計に関わる地質学者や、病院や住宅の被覆、換気、冷
暖房、空調システムの設計に関わる専門技術者など、
第三者の専門家に対する賠償請求が見られます」と
Assefは述べます。

建設業界では、高層ビルへの外部被覆材の使用に関連し
た大きなクレームが発生しており、72名の尊い命が失わ
れた2017年の英国グレンフェルタワー火災をはじめ、多

くの火災が発生しています。同様の火災は中東、アジ
ア、オーストラリア、ヨーロッパでも発生しており、住
宅用建物から安全でない被覆材を除去することが求めら
れています。

「被覆材に関連する賠償請求は、デベロッパー、設計建
築家、エンジニア、請負業者、製造業者など多くの関係
者が関与する複雑なものです。責任を立証することは常
に可能とは限らず、回収も複雑です。そのため、多くの
小規模企業が倒産しており、より大規模な企業も世界各
地の法制度の変更次第では同じ運命に向かうかもしれま
せん。」とAssefは述べています。

これを受けて英国31では、建物の所有者や居住者が欠陥
のある工事や材料に対して補償を求めるための時効期間
を、㴑及的に6年から30年に延長することが提案されて
います。オーストラリア32でも、同様の時効期間延長措
置が導入されています。Assefによれば、時効期間の延
長により、欠陥のある被覆材に関連する専門家やメー
カーに対して新たな請求がなされる可能性があります。
「英国の建築法の改正案は、時効期間を延長し、欠陥の
ある被覆材に関する損害賠償請求の矛先をデベロッパー
に移す可能性があり、建築家やエンジニアなど建設プロ
ジェクトに関わる他のすべての専門家に波及し、保険業
界にとって被覆材関連の賠償クレームの第二波につなが
る恐れがあります」とAssefは結論付けています。

注目すべきクレームの課題

複雑な建設プロジェクトでは
高額な専門職業人賠償責任クレームが発生
建設業の専門職業人賠償責任保険（PI保険）の請求は、プロジェクトの複雑化
に伴い、増加傾向にあります。

31 Gov.UK、リドレス：ファクトシート、2022年4月5日
32 アーバンロイヤーズ、可燃性被覆材の請求権の時効期間を15年に延長、2022年3月27日
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